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アントレプレナーシップを促す地域プラットフォーム＊

─「創業機運醸成事業」の実践にあたって─
駒澤大学経済学部教授

長　山　 宗　広

要　旨

日本の低い新規開業率は「起業無関心者」の多さに要因があるとの説が定着してきた。2018年に
は「産業競争力強化法」が改正され、同年から起業無関心者に対する創業普及啓発事業として「創
業機運醸成事業」が展開されている。本稿では、地域（市区町村単位の基礎自治体）で取り組む創
業機運醸成事業の事例研究を行い、その実践にあたっての政策的含意を見いだすことに努めた。本
テーマは、起業家研究（中小企業論）と地域研究（地域経済論）の重複領域にある。事例研究にあたっ
ては、3 タイプの地域（大都市、地方工業都市、中山間地域）を取り上げ、両方の研究の視点から、

「地域活性化の担い手となる起業家を輩出する地域の仕組みづくり」のメカニズム解明にあたった。
3 つの事例を比較分析した結果、それぞれに地域の特徴や課題が異なり、地域活性化の方向も異

なるため、その担い手となる起業家の実態にも違いがみられた。ただ、いずれの地域においても、
活性化の担い手として、「小さな起業」「フリーランス起業家」の存在感が高まっており、それらは
特定の狭域な場所に集まる点で共通性がみられた。そして、いずれの地域においても、小さな起業
のフリーランス起業家を輩出する地域学習の仕組みづくりが出来上がりつつあることを確認でき
た。筆者は、そうした仕組みについて、アントレプレナーシップと地域活性化の両方を実現する「地
域プラットフォーム」ととらえた。

ただ、地域プラットフォームという用語は曖昧で多義的なものである。そこで、デジタルプラッ
トフォームとの比較に加え、下請け制、産業集積、産業クラスター、地域エコシステムなど諸概念
との比較により特徴を示した。そのうえで、筆者の示した地域プラットフォームの概念に創業機運
醸成事業を組み入れることが、今後の政策の方向性であると主張した。これからの基礎自治体には、

「創業支援（創業機運醸成事業を含む）」を軸とした地域の総合政策を展開するといった方向性が望
まれる。

＊	 謝辞　本稿は、令和2年度駒澤大学特別研究助成「アントレプレナーシップ研究の教育プログラムへの応用に関する予備的考察」	
および科学研究費補助金基盤研究（B）「移民起業家によるグローバル・イノベーションとソーシャル・キャピタルとの関連性（研
究代表：高橋俊一）」による調査を活用している。
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1　はじめに

日本のアントレプレナーシップ （起業活動）1 は
低水準であるといわれて久しい。新規開業率をみ
ると、1988年をピークとして低下傾向に転じた
後、90年代から現在に至るまで 4 ～ 5 ％程度と低
い水準のままにある2。諸外国との比較においても
日本の開業率は低く3、グローバル・アントレプレ
ナーシップ・モニターの調査（以下、GEM調査）
においても日本の起業活動の水準はOECD加盟国
のなかで最下位層に甘んじることがしばしばであ
る4。政府は、開業率が廃業率を下回った90年代以
降、日本経済のダイナミズムを取り戻すために各
種の創業支援策を講じてきた。しかしながら開業
率は大幅に上昇することのないまま、政府はKPI

（政策目標）として「米国・英国並みの開業率
10％台を目指す」ことを「日本再興戦略（2013年
6 月、2016年 6 月閣議決定）」で掲げた。この目
標は継続して掲げているが、現状のままでは実現
可能性が低いといわざるを得ない。

本稿では、まず日本の低い新規開業率の要因に
ついて検討する。次に、近年見受けられるフリー
ランスなど「小さな起業」を促すポジティブな環
境変化に目を転じる。そのうえで、創業支援対象
を「起業無関心者」にまで広げて創業の普及啓発
を促す「創業機運醸成事業」に注目する。なかで

1	 新しい組織をつくって新規事業を始めること、実際に何もないところから価値を創造するプロセスのことを、ここではアントレプレ
ナーシップという。通俗的にはアントレプレナーシップを「起業家精神」と訳す場合が多い。起業家の個人特性については、「自信家、
目標達成とリスクとの調和、自己統制力、創造的革新」といった言葉などで表される。ただ、本稿ではアントレプレナーシップについて、
起業家の個人特性やメンタリティを含めた行動やプロセスという実践的意味で使い、その訳語として「起業活動」を当てることにす
る。また、起業活動の担い手を「アントレプレナー」と呼ぶ。アントレプレナーは、際立った個人特性がなかったとしても、経験や
実践を通した起業学習によって輩出・育成が可能である。本稿では、アントレプレナーシップの促進について、起業学習を一つの鍵
概念として検討していく。

2	 中小企業庁編（2021）によれば、2019年度の開業率は4.2％である。それは厚生労働省「雇用保険事業年報」をもとに算出した開業
率であり、事業所における雇用関係の成立を開業とみなしている。そのため、企業単位での開業を確認できない、また、雇用者が存
在しないフリーランスの開業の実態も把握できない。

3	 中小企業庁編（2021）によれば、2018年度の開業率であるが、米国は9.1％、英国は13.5％、フランス10.9％、ドイツ8.0％となっている。
各国ごとに統計の性質が異なるため単純な比較はできないものの、日本の開業率は低水準であるといえる。

4	 GEM調査の詳細は、高橋（2009）に詳しい。
5	 本節は、長山編著（2020）の第10章、長山（2019a）の一部をもとに再構成した。

も、地域（市区町村単位の基礎自治体）で取り組
む創業機運醸成事業の先進事例を取り上げる。さ
らには、地域ぐるみの起業学習が地域活性化に資
する事例として、筆者が近年フィールドワークを
した 3 タイプの地域（大都市、地方工業都市、中
山間地域）を取り上げる。事例分析の結果を踏ま
えて、アントレプレナーシップ促進と地域活性化
の両方を実現する仕組み－地域プラットフォーム
のモデルを提示したい。最後に、中小企業政策（主
に創業機運醸成事業を含む創業支援）と地域政策
の重複領域における政策的含意を与える。

2　なぜ日本の新規開業率は低いのか5  

（ 1 ） 日本の国民的制度の制約

日本の新規開業率の推移をみるかぎり、景気変
動との相関関係は確認できない。その国のアント
レプレナーシップの水準は、政府による創業支援
政策、研究開発成果の移転、リスクマネーの利用
可能性、物的・人的インフラ、一般的な教育、起
業活動のための教育や訓練、社会的・文化的規範、
国内市場の開放度などの諸要素が結合して決ま
る。そして、このアントレプレナーシップの水準
が国の経済成長に結びつくといわれる（Bygrave 
and Zacharakis, 2008）。ここでは「資本主義の多
様性」論（Hall and Soskice, 2001）における国民
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的制度比較に基づき、労働、金融、技術の 3 つの
領域からアントレプレナーシップ分析を行う。米
国のような自由主義的な市場経済体制と、日本の
ような社会調整的な市場経済体制との間には制 
度的差異が大きい。 3 つの領域は相互に関連して
いるが、日本についていえば、アントレプレナー
シップの低水準の要因は、大量生産体制・大企業
体制とそれを支える日本型の雇用制度や金融制度
との関係性があろう。

振り返ってみると、日本では、戦後の近代化政
策のもと大量生産、大企業体制を推し進め、加工
貿易で国際競争力をもち、組織的知識創造モデル

（Nonaka and Takeuchi, 1995）によって80年代に
は「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と世界から
称賛されるまでとなった。そこには大手銀行主導
の産業金融、間接金融による支えがあった。高度
経済成長期を経て日本では、いわゆる日本的経営
システムを確立した。長期的見通しに立った雇用
制度のもと、新規一括採用、OJTやジョブローテー
ションによる職場訓練を通じて、当該企業固有の
業務知識、スキルを習得し、会社共同体のメンバー

（会社人間）となる経路が浸透した。
90年代初めのバブル経済崩壊の後、大企業が事

業の再構築を進め、こうした日本的経営システム
に一部変容がみられた。ただ、経路依存性により
国民的制度が急に大きく転換することはなかっ
た。現在でも、日本では、大学卒業後に大企業に
雇用されるキャリアが有望視される。起業して自
営業者になることは、高いリスクに見合ったリ
ターンが見込めないため6、キャリアの選択肢とな
り難いのである。

技術領域に関していえば、米国企業の製品開

6	 中小企業庁編（2002）によれば、事業者対雇用者収入比率は、80年代以降に1を割り込み、2000年には0.6となった。平たくいえば、
起業した自営業者の年収がサラリーマンの年収の60％と相対的にみて低い状況になったのである。

7	「機能知識」とは、コンポーネントなどの要素部分ごとに発達する知識であり、組織特殊性が低く、学校教育による修得が有効である。
一方、「製品知識」とは、機能知識を全体的に統合する知識である。つまり、製品知識とは、①個々の機能知識をリンケージする知
識や製品開発プロセスに必要な各機能間を調整する知識など「内部統合」に関する製品知識と、②市場のニーズや競争についての知
識など「外部統合」に関する製品知識である。詳しくは、村上（2003）を参照。

8	「ベンチャービジネス」についての学術的な整理は、長山（2020a）にあるので、そちらを参照のこと。

発システムは分業が徹底し統合の程度も低いた
め、技術者は「製品知識」よりも特定の「機能知
識」を深く学ぶ（深さのある学習）7。一方、日本
企業の製品開発は、多面的な製品システムや統合
程度の高い製品を開発しており、技術者には企業
特殊的な幅広い知識（幅のある学習）が求められ
る。その結果、日本の技術者は企業内の職場訓練
を通じて幅広く知識を習得し管理職へと昇進する
ため、米国と比べて転職が少ない。後者は前者に
比べてハイリスク・ハイリターン型のハイテク分
野が弱くなる。日本ではイノベーティブなベン
チャービジネスの起業に必要な主体形成とビジネ
ス環境の整備という点で米国に立ち遅れてしまう
といった制度的制約を抱える。

（ 2 ） 創業支援とベンチャー支援との混同

もう一つ、日本の低水準なアントレプレナー
シップに関して、中小企業施策の影響という政策
面からの要因を挙げることができる。実は、90年
代に入ってから政府はアントレプレナーシップを
促す施策を積極的に講じてきた。それは、創業支
援とベンチャー支援を一体的にした中小企業施策
によって展開されてきた。1999年の中小企業基本
法の改正後、中小企業政策では「中小企業の経営
革新（イノベーション）」すなわち「ベンチャー
ビジネス8」の創出に重点を置いた。バブル崩壊後
の平成不況において、イノベーションを実現する
ハイリスク・ハイリターン型のベンチャービジネ
スを数多く輩出することが日本の経済成長と雇用
創出に資すると考えられたからである。そこで政
府はベンチャーキャピタルやエンジェルの支援、
未公開株式市場の整備などリスクマネー供給の施
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策を矢継ぎ早に講じたのである。
しかしながら、日本ではハイリスク・ハイリ

ターン型のベンチャービジネスに挑戦する起業家
があまり輩出されず、新規開業率も低いままと
なった。支援サイドのみが盛り上がり、肝心の
ベンチャーがあまり生まれてこないので、当時は 

「ベンチャー支援ブーム」と揶揄された。「創業 
支援」と「ベンチャー支援」を混同した状態が約 
30年もの間長らく続いたため、起業とはベン
チャービジネスを起業することと同義であるとの
認識が定着された。起業とはベンチャービジネス
創造と同様であるから、非連続的、破壊的なイ
ノベーションにより新しい市場創造が求められ
る。「1,000の起業のうち 3 つしか成功しない」と
も流布された。こうして日本の場合、起業家への
道はハイリスクの無謀な冒険であるという見方
がなされ、起業のハードルが高くなってしまった
のである。

（ 3 ） 起業無関心者の多さ

中小企業庁編（2019）によれば、日本の場合、
起業無関心者の割合が 7 割程度と一貫して高水準
で推移しており、国際比較でみて起業意識が相
対的に低いといえる9。ここでいう起業無関心者と
は、「過去 2 年間に新しく事業を始めた人を知っ
ている」「今後 6 か月以内に自分が住む地域に起
業に有利なチャンスが訪れる」「新しいビジネス
を始めるために必要な知識・能力・経験をもって
いる」の 3 つの質問（GEM調査）にすべて「いいえ」
と回答した人である。同調査によれば、起業無関
心者に占める起業活動の割合は、日本だけではな

9	 中小企業庁編（2019）によれば、日本の起業無関心者の割合は、2017年で75.8％と高い。同年、米国は21.6％、英国は39.3％、フランス
43.5％、ドイツ32.1％となっている。

10	 高橋（2021）はGEM調査を使って、「起業態度無し」グループの特徴を示す。①性別では男性よりも女性の方が全体に占める起業態
度無しの割合が高い、②年齢別では18～24歳がほかの階級と比べて高い、③就業形態別では専業主婦と学生が高いといった結果を示
した。

11	 長山（2021a）の一部をもとに再構成した。
12	「小規模企業振興基本法（小規模基本法）」は、これまで中小企業基本法（1999年）で規定されていた「成長発展」のみならず、「事

業の持続的発展」を基本原則として位置づけ、地域で雇用を維持する小規模事業者を正面から支援する。

く他国においても共通して 1 ％程度と低い。一方
で、「起業関心者（起業希望者）」に占める起業活
動の割合をみると、日本は15％程度と米国に近い
水準にある。日本において起業活動者（アントレ
プレナー）を増やすには、起業のスタートライン
に立つ起業関心者を増やすことが重要であるとい
える。

これまでの創業支援策は「起業準備者（起業に
向けて具体的な準備をしている者）」向けの施策
であった。中小企業政策では、ライフサイクルに
応じたステージ別のきめ細かい施策が充実してい
るが、起業無関心者向けの支援は空白状態であっ
た（図－ 1 ）。高橋（2021）は起業無関心者の属
性分析を試みるものの10、日本の場合は大半がそ
れに該当するため、特定の属性グループに働きか
ける政策よりも、すべての属性を対象とする政策

（創業機運醸成事業）の方が実態に合っていると
指摘する。

（ 4 ） 統計で捕捉できない 
� フリーランス起業の存在11 

総務省「平成28年経済センサス」によれば、日
本の全企業数（359万者）の99.7％は中小企業、
85％は小規模事業者である。存続企業の廃業した
数が新規開業企業の数を上回れば、その差し引き
で減少となるが、日本の小規模事業者は80年代後
半から減少の一途をたどり、1986年の477万者か
ら2016年の305万者まで大きく減少している。ここ
でのデータは「小規模企業振興基本法12」（2014年）
の定義と同じであり、会社のみならず個人事業者
も含めて、小規模企業のことを「小規模事業者」

148013 日本政策金融公庫論集第53号.indb   24148013 日本政策金融公庫論集第53号.indb   24 2021/11/15   14:12:042021/11/15   14:12:04



─ 25 ─

アントレプレナーシップを促す地域プラットフォーム
─「創業機運醸成事業」の実践にあたって─

という。小規模企業とは、おおむね常時使用する
従業員の数が20人以下（商業またはサービス業は
5 人以下）の事業者である。そのうち会社とは、
株式会社、合名会社、合資会社、合同会社の分類
で、法人登記により成立する。個人事業者とは、
会社ではない（法人登記のない）個人経営の自営
業者（開業届は提出している）を指す。自営業者
も、法人登記や開業届等の提出がなければ統計上
捕捉できない。

就労形態の観点から自営業者をとらえるなら
ば、総務省「労働力調査13」による「自営業主」の
データをみることになる。「自営業主」のうちの「雇
無業主」は、いわゆる自己雇用（self-employment）
と同義である。「雇無業主」とは、従業者を雇わ

13	 総務省「労働力調査」では、従業上の地位区分から、「就業者」について「自営業主」「家族従業者」「雇用者」に3区分している。「自
営業主」とは、個人経営の事業を営んでいる者。「家族従業者」とは、自営業主の家族でその自営業主の営む事業に無給で従事して
いる者。「雇用者」とは、会社・団体・官公庁または自営業主や個人家庭に雇われて給料・賃金を得ている者および会社・団体の役員。
さらに、「自営業主」は、「雇有業主」と「雇無業主」に区分される。「雇有業主」とは、1人以上の有給の従業者を雇って個人経営の
事業を営んでいる者。「雇無業主」は、「一般雇無業主」と「内職者」に区分される。「内職者」とは、自宅で内職（賃仕事）をして
いる者。

14	 自営業主とは、失業者と雇用者との中間ととらえる。景気循環の過程で失業者や雇用者の増減があるので、それに伴って自営業主も
変化するといった分析枠組み。

ず自分だけで、または自分と家族だけで個人経営
の事業を営んでいる者であり、「内職者」も含ま
れている。80年代以降、「自営業主」の数は減少
の一途をたどっており、951万人（1980年）から
531万人（2019年）へと激減している。内訳をみ
ると、「雇有業主」の変化は小さく、「自営業 
主」激減の要因は 「雇無業主」にある。

日本のように、1980年代から現在まで「自営業
主」の数が減少し続けている国（OECD加盟国）
は特異である。日本の場合、自営業主の選択は
景気動向との関係性が弱く、その減少要因をプッ
シュ・プル要因分析14のみでは説明できないこと
から、自営業主を起業家ととらえアントレプレ
ナーシップ研究として分析することに意味がある

図－ 1　中小企業のライフサイクルと支援メニュー

資料：筆者作成
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（神林、2017）。
自営業主が減少し続ける一方で、近年、フリー

ランスの存在感が高まっている。成熟した日本社
会においては、自営業主と雇用者の二択ではなく、
その中間や重複領域での就労形態がみられるよう
になった。その象徴が「フリーランス」である。
多様で柔軟な働き方として、特定の組織等に属さ
ず、独立して様々なプロジェクトに関わり自らの
専門性等のサービスを提供するフリーランスへの
関心は、米国でも高い（Pink, 2001）。

内閣府など政策当局による最近の調査におい
ては、日本のフリーランスは少なくとも300万人
超（うち「副業」が100万人超）存在する15。小規

15	 内閣官房日本経済再生総合事務局「フリーランス実態調査結果」（2020年）では462万人（本業 214万人/副業 248万人）、内閣府政策
統括官「日本のフリーランスについて」（2019年）では341万人（本業178万〜 228万人/副業112万〜 163万人）、リクルートワークス
研究所「全国就業実態パネル調査」（2019年）では472万人（本業 324万人/副業 148万人）、労働政策研究・研修機構/厚生労働省「雇
用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等」（2019年）では367万人、といったフリーランスの試算人数が出されている。これら
の調査にはそれぞれフリーランスの定義があるが、①自身で事業等を営んでいる（法人の経営者を含む）、②従業員を雇用していない、
③実店舗をもたない、④農林漁業従事者ではない、といった点は共通している。

模事業者数に匹敵するボリュームである。ラン
サーズ㈱など民間事業者によれば、フリーランス
は1,000万人を超え、その数は増えているという。
フリーランスのとらえ方（図－ 2 ）によって、デー
タが違ってみえるので留意したい。近年、クラウ
ドソーシングの普及や副業を認める会社が増えて
きたことで、情報サービス業の委託・請負契約 
を担うフリーランス（SOHOや自営型在宅ワー
カー）が増えたのが実態といえよう。そして何よ
りも、自営業主と雇用（雇用契約あり）の中間形
態の増加、たとえば、 1 つの相手方と専属的な
委託・請負の契約関係にあって主な収入源をそ
の相手方に依存している者「雇用類似の働き方」 

図－ 2　フリーランスのとらえ方

資料：筆者作成
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「雇用的自営業」が増えてきたというのが実情と
いえる。

自営業主や家内労働、内職という従来の呼称と
比べて、フリーランスという言葉の響きは良く、
その誕生を「小さな起業」として積極的に評価す
る論調にある16。中小企業庁編（2020）では、本業
で雇用をしていない起業家を「フリーランス起業
家」と名付けて実態把握を試みている。その結果、
①起業家の全体の46％が「フリーランス起業家」
となっており存在感が大きいこと、②比較的年齢
層の若い女性の存在が目立つこと、③フリーラン
スとして事業開始した後に同じ形態で事業を継続
する者が約 6 割と多いことなどの実態を明らかに
している。こうしたフリーランスの実態を踏まえ
れば、雇用を前提に置く厚生労働省「雇用保険
事業年報」をもとに算出した新規開業率と政府の
KPIはすでに見直す時期にきているといえよう。

3　「小さな起業」への注目17 

近年、日本でもアントレプレナーシップの高ま 
りがみられるようになった。それらはローリスク・ 
ローリターン型のマイクロビジネスであり、ベン
チャービジネスとは対極にある。「おひとりさ 
ま」「無借金」「パラレル」に個人で起業する 

「小さな起業」への注目が高まっている。「マイ
クロアントレプレナー」（藤井・藤田、2017）、「ゆる
やかな起業家」（桑本、2019b）、「趣味起業家」 

（ 桑 本、2019a）、「 パ ー ト タ イ ム 起 業 家 」（ 桑 
本・尾形、2020）、「ママ起業家」（鹿住、2019）、 

「ボーダーレス起業家」（桑本、2020）など、フ 
リーランス起業の多様性もみてとれる。以下で
は、こうした「小さな起業」に注目し、令和時代
におけるアントレプレナーシップの潮流をみていく
こととする。

16	 一方で、藤井（2018）のように、「不本意型フリーランス」という影の実態をあえて把握する研究もみられる。
17	 本節は、長山（2019b）および長山（2020b）の一部をもとに再構成した。

（ 1 ） メイカーズ×クラウドファンディング

日本の新規開業率の低下要因は、業種別にみれ
ば製造業にあるといってよい。90年代以降、製
造設備など開業コストの高額化や国内生産拠点
のアジア移転の影響もあって、製造業の事業所
数は減少の一途をたどっている。しかしながら
近年、日本でも個人主体の製造業「メイカーズ」

（Anderson, 2012）の動きが活発になってきた。
かつて製造業といえば、工場・機械装置・専門技
術者など生産手段を保有する企業が営むとされ
た。ただ、今は、デジタルツールの登場により、
ものづくりプロセスのデジタル化が進み、個人で
も製造業を営むことが容易になってきた。個人に
よるハードウェア起業の支援環境がかなり良く
なっているのだ。

メイカーズは、Androidなどのソフトウェアに
加え、Arduinoなどのハードウェアのオープン
ソースを活用して、アイデアを容易に形にできる
ようになった。「ファブラボ」のようなメイカー
ズ・スペースでは、3 Dプリンターやレーザーカッ
ターといった工作機器、設備を個人でも利用でき
る。インターネットで製造委託先を容易に見つけ
て契約することも可能となった。まだ日本には少
ないが、中国の深圳には、短納期・小ロット対応
可能なプリント基盤製造サービス会社や射出成形
サービス会社も数多く存在する。1,000個未満の
小ロット生産を主とするメイカーズにとって、グ
ローバルなニッチ市場におけるネット取引環境の
活用は大きなチャンスとなっている。

メイカーズは資金調達においてもネットを活用
する。クラウドファンディングという資金調達手
段である。その名のとおり、不特定多数の人 （々群
衆: crowd）からインターネットを経由して小口
の資金を調達（funding）する仕組みを指す。ク
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ラウドファンディングの運営者は、インディー
ゴーゴー、キックスターターなど、2008年ごろか
ら米国で現行サービスを開始している。日本では
2011年の東日本大震災を契機に注目を浴び、レ
ディフォー、キャンプファイヤー、マクアケなど
のサイトが次々に開設されている。

クラウドファンディングにおける資金調達者
は、ネット上のサイトに、自ら発案するプロジェ
クトを募集金額・期間と併せてプレゼンする。一
方、資金出資者（支援者）は、サイトで紹介され
ている多様なプロジェクトを見回して、自身が共
感したものに応援の想いをこめて寄付する。小口
の資金を調達して試作品開発や小ロット生産を目
指すメイカーズにとってクラウドファンディング
は活用しやすいものである。従来、起業の障害と
いえば、「資金調達の難しさ」が真っ先に挙げら
れたが、その状況は大きく変わってきたといえる。
メイカーズの多くはアントレプレナーであるが、
DIYで満足する趣味人（ホビイスト）に近い個人
もいる。クラウドファンディングの世界では、同
じ趣味のテーマ型コミュニティに属する人が、資
金の調達者となることもあれば、出資者になるこ
ともある。メイカーズにとってのクラウドファン
ディングとは、テーマ型コミュニティにおける資
金面の相互扶助の仕組みであるといえる。

（ 2 ） シェアリングエコノミー 
� ×デジタルプラットフォーム

製造業に限らず、個人による「小さな起業」は
シェアリングエコノミー時代にその存在感を高
めている。近年、インターネット上のプラット
フォームを介して、場所・乗り物・モノ・人（ス
キル）・お金など有形・無形な遊休資産を個人間
で貸借・売買・交換することでシェアしていく新
しい経済の動き、すなわちシェアリングエコノ
ミー（共有経済）の進展がみられる。前述したク
ラウドファンディングはお金のシェアに当てはま

る。たとえば、場所のシェアならば部屋・会議室・
駐車場などが対象となり、民泊分野ではエアビー
アンドビーのようなプラットフォームが有名であ
る。カーシェアならばウーバー、フリマならばメ
ルカリといったプラットフォームを利用する人が
多い。その利用は、個人間の「C to C」といわれ
る消費者相互の取引になる場合が多い。プラット
フォーム・ビジネスは、需給をマッチングする市
場機能を有しているといえる。

ここで注目すべきは、これまで需要サイドの消
費者であった個人が容易に供給サイドの「商人」
へとシフトすることができる点である。こうした
小商いをする人は、自営業主（うち「雇無業主」）
となる。スマートフォンとソーシャルメディアの
普及によって、誰もがプラットフォームを利用し、
国民皆、「小さな商人」「小さな起業家」になり得
る時代となった。

（ 3 ） オープンイノベーション×兼業・副業

90年代以降、グローバリゼーションが進展し、
本格的な知識経済時代に突入すると、日本的経営
システムは十分に適応できず、一方で、米国のシリ
コンバレーを典型とするオープンイノベーション 
モ デ ル が 競 争 優 位 性 を 高 め た。Chesbrough

（2003）によれば、オープンイノベーションとは、「企
業内部と外部のアイデアを有機的に結合させ価値
を創造すること」である。大企業の中央研究所が
主導する従来型のクローズドイノベーション、す
なわち、Chandler（1977）の提唱した伝統的な垂
直統合モデルのアンチテーゼとして理解すること
ができる。オープンイノベーションモデルの特徴
は、アイデンティティの確立したベンチャー企業
家主導による要素技術そのもののサイエンス型知
識創造であり、バイオやソフトウェア分野のよう
に、市場と技術の緊密性が高く変化スピードの速
い製品開発、モジュラー・寄せ集め型アーキテク
チャの革新にアドバンテージがある。その前提に
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は国民的制度として自由主義的な市場経済体制が
あり、知識労働市場の流動性の高さと組織の境界
を越えたベンチャービジネスによる競争と協力の
イノベーティブなネットワークがあった。

日本の国民的制度の制約を突破する動きとし
て、近年進められている「働き方改革」に注目し
たい。政府の「働き方改革実行計画（2017年 3 月）」
によれば、「新たな技術の開発、オープンイノベー
ションや起業の手段、第 2 の人生の準備」として
副業や兼業を推進している。実際、スキルのシェ
アとしてのクラウドソーシングが普及し、雇用契
約によらない働き方による仕事の機会が増加して
いる。こうした副業や兼業は、在宅でも隙間時間
に柔軟に働くことが許される。ある程度の専門的
なスキルを要するものの、その多くは代替可能な
仕事内容であり、イノベーションという文脈とは
かけ離れている。副業や兼業の解禁は、ベンチャー
創出に直結し難いものの、「小さな起業家」輩出
の契機となっている。

（ 4 ） 女性起業家×コミュニティビジネス

日本政策金融公庫総合研究所編（2019）によれ
ば、日本の起業家の平均像としては、①性別は男
性（約 8 割）、②開業時の年齢は42歳、③最終学
歴は大学卒、④正社員での斯業経験があり経験
年数も10年以上と長いといった特徴が挙げられ
る。女性起業家は注目されているが、全体の 2 割
と少ないのが実態である。それでも長期的にみれ
ば、女性の新規開業者の割合は増加傾向にある。
その要因として、日本政策金融公庫総合研究所編

（2014）では、「働く女性が増えていること」「女
性の視点がビジネスにおいて重視されるように
なったこと」「女性向けの創業支援策が拡充され
たこと」などを挙げている。こうした女性起業家
が活躍する分野として注目されるのは、ローリス
ク・ローリターン型、地域密着型の「コミュニティ
ビジネス」の領域である。

コミュニティビジネスという用語は、ここ10～
20年の間に浸透してきた。ただ、学術的な定義と
しては未だに確立したとは言い難い。異質多元で
多様な「中小企業」の概念に包含された一つの形
態とだけはいえるだろう。コミュニティビジネス
の定義を巡る議論では、「コミュニティ」のとら
え方が大きな論点となる。コミュニティビジネス
という用語は、持続性や継続性を前提としない「コ
ミュニティ」と、それを前提とする「ビジネス」
を組み合わせた形容矛盾のある用語であり分かり
にくい。

コミュニティビジネスの主な分野としては、 
①福祉、②環境、③情報、④観光、⑤食、⑥伝統工 
芸・ものづくり、⑦商店街・中心市街地、⑧まち
づくり、⑨地域金融、⑩安全・防災、⑪子育て・
教育、⑫文化・芸術、⑬スポーツ、⑭①～⑬の中
間支援組織などがある（中小企業庁編、2004など）。
こうした分類は、地域性によるものではなく、テー
マ性に基づくものである。ただ、多くの先行研究

（細内、2010など）で共通している点は、「住民・
市民の主体性」に基づき、「地域の資源（シーズ）」
を活かして、「地域の課題（ニーズ）」を解決する

「スモールな事業」活動ととらえていることであ
る。また、こうした活動から得られた利益は地域
に還元することにより、地域の活力や雇用を創出
し、地域内の経済循環性を高め、地域を活性化す
るビジネスモデルととらえている。コミュニティ
ビジネスの領域は、「社会性・非営利」と「経済
性・営利」との中間的な活動領域にあるといわれ
る。そのため、社会貢献と経済活動の両立を目指
した地域密着型ビジネスといえる。いずれにして
も、コミュニティビジネスの概念は、「地域密着性」
という要素なしでは成立しないことが分かる。そ
こでの「地域」とは、フェイス・トゥ・フェイス
での顔の見えるコミュニケーションが可能な地理
的近接性のある場所といえる。政策対象範囲とし
ては、市区町村の基礎自治体またはそれより狭域

148013 日本政策金融公庫論集第53号.indb   29148013 日本政策金融公庫論集第53号.indb   29 2021/11/15   14:12:042021/11/15   14:12:04



─ 30 ─

日本政策金融公庫論集　第53号（2021年11月）

な自治組織といえる。
なお、本稿では、「地域」「地域経済」「地域活

性化」について、長山編著（2020）と同様にとら
える。地域とは、人間の生活の場である。人間は
場所ごとに異なる独自の生活様式と文化を生み出
す。その人間が社会的・主体的に生きる場（生活
の基本的圏域）として地域をとらえる。それゆえ
に、地域とは、自然環境・経済・文化（社会・政
治）という 3 要素の複合体といえる。現代経済社
会においては、市場経済の効率性や成長性だけの
議論ではなく、知識を創造し活用する人間、複雑
で主体的に行動する人間を基本に据えた経済をみ
ていく必要がある。工業化時代と違って、生活の
場と経済活動の場が空間的に分離せずに、近接・
一致する傾向がみられる。地域経済は、そうした
活動主体の多様な人間が出会い、対立・矛盾を乗
り越えて協働的に学習し、非経済的価値と経済的
価値を統合・創造する実験の場としてとらえられ
る。コミュニティビジネスは、地域資源の活用お
よび地域社会の課題解決を志向した地域密着型ビ
ジネスであり、地域経済循環性を高める地域活性
化の担い手となり得る（図－ 3 ）。

18	 長山（2018）に加筆して再構成した。本文中の記載は、中小企業庁創業・新事業促進課「産業競争力強化法における市区町村による創業支援／
創業機運醸成のガイドライン（2018年5月23日）」および、同「産業競争力強化法（創業パート）の改正に関する Q&A（2018年5月30日）」に基づく。

19	 それまでの中小企業支援（創業パート）には地域的視点が入っていなかった。1999年の「新事業創出促進法」における地域プラット
フォーム整備事業により地域的視点が入ったが、そこでの地域範囲は都道府県単位の広域なものであった。詳しくは、長山編著（2020）
の終章「地域政策と中小企業政策―基礎自治体主導型の地域産業政策へ」を参照のこと。

4　地域で進む創業機運醸成事業

（ 1 ） 創業機運醸成事業の展開18 

前述のとおり、国は、90年代後半から中小企業
政策として創業支援を展開してきた。2014年の「産
業競争力強化法」施行後は、「創業支援事業計画」
の認定を受けた地域単位での創業支援が進められ
た。地域の範囲が都道府県の広域単位ではなく基
礎自治体（市区町村）の狭域単位であるという点
が同法「創業支援事業」のポイントである19。た 
だ、起業無関心者は支援の対象外にあった。

そこで政府は、2018年、「産業競争力強化法」
を改正し、同年から起業無関心者に対する創業普
及啓発事業として「創業機運醸成事業」を始め
た。正確にいえば、これまでの産業競争力強化
法に基づく創業支援スキームは維持したうえで、 
創業に対する国民の理解および関心を深めるため、 

「創業支援事業」の概念を拡大させて、新たに 
「創業支援等事業」として規定し、創業機運醸成
事業（創業普及啓発事業）を含めることになっ 

図－ 3　地域経済循環システムの概念

資料：佐無田（2008）をもとに筆者作成

移出産業
（地域未来牽引企業等）

地元市場向け産業
（コミュニティビジネス等）

関連産業

関連産業

域外から中間投入財を調達

域外から中間投入財を調達

域内への需要搬入／対価の獲得

付加価値
（個人所得・企業所得・税金等）

最終需要
（消費・投資・公共支出等）

付加価値

所得流出

所得流入
（直接投資・補助金・

人の移動等）

域外から中間投入財を調達

148013 日本政策金融公庫論集第53号.indb   30148013 日本政策金融公庫論集第53号.indb   30 2021/11/15   14:12:042021/11/15   14:12:04



─ 31 ─

アントレプレナーシップを促す地域プラットフォーム
─「創業機運醸成事業」の実践にあたって─

た。そして、「創業支援事業計画」は新たに「創
業支援等事業計画」として読み替えられ、同計
画のなかで創業機運醸成事業を位置づけること 
になった（図－ 4 ）。新たな事業ではあるが、 
条文中に「等」を追加するだけの軽微な改正で 
あった。

ちなみに産業競争力強化法改正前の2017年 
12月時点において、すでに同法に基づいて創業
支援事業計画の認定を受けた市区町村は、全国
で1,379自治体、人口ベースで97％に達してい 
た。ほぼすべての地域において、基礎自治体 

（市区町村）が認定支援機関・経済団体・金融機
関等と連携した創業支援体制を構築したものと 

20	 中小企業庁・令和元年度予算「創業支援等事業者補助金（創業機運醸成事業）」においては、175件の応募があり、83件の補助事業者
が決定された。83件の採択された補助事業者の多くは商工会議所などの認定支援機関であった。大学としては、筆者が所属する駒澤
大学（現代応用経済学科ラボラトリ）のみが採択された。

とらえられる。創業支援事業計画については、改
正法施行後の新制度による認定を受けた創業支援
等事業計画とみなして取り扱うこととなった。 
移行手続きが容易なため、ほぼすべての地域にお
いて、改正法施行後の創業支援等事業計画の認定
を受け、紐づいていた各種支援措置も期間中継続
された。

ただ、創業機運醸成事業について創業支援等事
業者補助金を申請できるようにするためには、当
該事業を盛り込んだ創業支援等事業計画の認定
を受ける必要があった。認定の判断基準として
は、①創業無関心者が参加する事業となっている
こと、②創業に対する理解と関心を深める事業内
容となっていること、③創業に関する社会的気運
を醸成することが主たる事業目的であること、の
3 点が挙げられた。

また、創業機運醸成事業の目標設定は、ほかの
事業のように起業者数ではなく、参加者数を数値
目標とし、加えて、事業実施後のアンケート調査
により「将来創業したい」と回答した割合等を数
値目標に設定することが求められた。創業機運醸
成事業の具体的な内容は、創業の意義を学ぶ起業
家教育プログラムや若年層向けのビジネスプラン
コンテストなどが想定されていた。

高橋（2021）の指摘のとおり、創業機運醸成事
業に手を挙げた自治体による事業数は186（2020年
12月時点）と少ない。その背景としては、改正
法施行以前から予算措置のある事業ベースにお
いて、「潜在的創業者」を含めた支援メニュー

（表－ 1 ）が先行的に施されていたので、新たに
創業機運醸成事業向けの補助金申請をする事業者
が少なかったものと推察される20。また、創業機
運醸成事業の支援対象があまりにも広く特定が難
しいため、どこから進めてよいのか分からないと

図－ 4　創業機運醸成事業の対象

資料：�中小企業庁経営支援部創業・新規事業促進課「産業競争力法 
改正に伴う創業支援施策の拡充について」（2018年）より筆者
作成
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いった声も聞かれた21。大多数が起業無関心者な
のだから、創業スクールや創業セミナー、ビジネ
スプランコンテストなどを開催したとしても、そ
こにはすでに起業に関心をもっている者しか参加
しないであろう。そもそも起業に関心がない者に
対して、具体的にどのように働きかければ起業希
望者へと移行するのか有効な方法も分からない。

21	 関東経済産業局では、管内における創業支援等事業計画については、認定市区町村の割合が約82％、人口カバー率が約95％に達し、
地域の創業支援体制の整備は進んでいた（2018年8月時点）。しかしながら、改正法で新たに位置づけられた「創業機運醸成事業」の
認定を受けた自治体は、16自治体（28事業）にとどまっていた（2018年の改正法第１回認定時点）。関東経済産業局には、「どのよう
な取り組みを行えばよいか分からない」といった自治体職員の声が寄せられていた。そこで、関東経済産業局は、中小企業庁・中小
企業基盤整備機構との共催で、「創業促進フォーラム2018」を開催した。対象は、管内の自治体職員、創業支援事業者（商工会議所・
商工会、金融機関等）である。筆者は、その場で、「創業機運醸成のすすめ」と題しての基調講演を行った。また、その後のパネルディ
スカッションの座長も務めた。パネリストからは、「宇都宮大学と連携した起業家精神養成講座」「高校生持株会社が挑む茨城ブラン
ドの商品戦略」「キッズビジネスタウンいちかわ/学生ベンチャー食堂」「静岡大学と連携した証券会社の起業家教育」といった実践
的事例報告があった。いずれも「起業無関心者」層として学生を中心とした若年層向けに支援対象を定め、創業機運醸成事業を地域
ぐるみで先行的に行う自治体からの報告であった。同様のフォーラムは、各地の経済産業局でも行われた。

（ 2 ） アワード受賞事例からみる 
� 地域創業機運醸成事業の特徴

漠然とした創業機運醸成事業のイメージに対し
て、中小企業庁はモデルケースを示している。そ
れは、アントレプレナージャパンキャンペーン創
業機運醸成賞受賞者の取り組みを紹介した、中小

事業名称 支援対象 支援内容
よろず支援拠点
＜中小企業・小規模事業者ワンストップ
総合支援事業＞

中小企業＋小規模事業者（創業準備者含む） ①�売上拡大や経営改善などの様々な経営
課題についての相談

②�高度・専門的な課題については、それ
に応じた専門家が派遣され、3回まで無
料でのアドバイス

創業支援事業者等補助金
＜地域創業活性化支援事業＞
＜地域創業機運醸成事業※＞

潜在的創業者＋創業準備者＋創業後5年未満 創業支援等事業者が認定創業支援等事
業計画に基づき行う特定創業支援事業、 
創業機運醸成事業を支援。①創業セミ
ナー等の研修、 ②専門家による個別相談、 
③若年層向けビジネスプランコンテストなど

認定創業スクール
＜地域創業活性化支援事業のうち潜在的
創業者掘り起こし事業＞

創業準備者 ①�経営・財務等、創業の基本的知識の 
習得支援

②ビジネスプラン策定支援

連携コンテスト・全国的なビジネスプラン
コンテスト 
＜地域創業活性化支援事業のうち潜在的
創業者掘り起こし事業＞

創業準備者＋創業後5年未満 ①潜在的創業者の掘り起こし
②�地域単位のビジネスプランコンテスト

との連携

起業家教育事業
＜学びと社会の連携促進事業※＞

潜在的創業者 高校生向け起業家教育プログラムを提供

地域創造的起業補助金 
＜地域創業活性化支援事業＞

創業準備者 創業に要する経費の一部を補助

資料：中小企業庁「産業競争力法改正に伴う創業支援施策の拡充について（2008年）」をもとに筆者作成
（注）産業競争力法改正によって、※をつけた「地域創業機運醸成事業」と「学びと社会の連携促進事業」が予算化された。

表－ 1　創業機運醸成事業と関連した地域創業支援メニュー
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企業庁創業・新事業促進課「創業機運醸成事例集」
（2018年12月）にみてとれる。そこには20の先進
事例が挙がっており、商工会議所・中小企業支援
機関・創業サポートセンターといった認定機関に
加え、信用金庫・信用保証協会・中学校・高校・
大学・民間企業・NPO法人など多様な事業主体
の取り組みが見受けられる。また、事業の内容と
しては、「キャリア形成支援（社会人向け）」「起
業家教育（学生向け）」「ビジネスプランコンテス
ト」「コミュニティ形成」「イベント開催」の 5 つ
が示され、20の事例が 5 つの事業のうちの何を重
視しているのか一覧できるようになっている。

5 つ の す べ て の 事 業 を 網 羅 す るNPO法 人
TATAKIAGE Japan（福島県沿岸地域、いわき
市）が事業主体となっている事例に注目したい22。
このいわき市の事例では、「自分たちのマチは自
分で創る」をコンセプトとし、「地域課題を自ら
解決する社会を目指し､ 地域でチャレンジする人 
を発掘し､ 地域とともに育て支援する場と仕組み 
の提供」を事業目的に置く。事業内容は、「浜

はま

魂
こん

」
と称する全員参加型事業を軸に「何かを始め
たい人や団体が次の一歩を踏みだすためのコー 
ディネート及びイベントやコワーキングスペー
スの活用を通じた場づくり」を行うものであり、
5 つの事業をすべて盛り込んでいる。NPO法人
TATAKIAGE Japanは中間支援組織として、行
政、商工会や青年会議所、商店街、温泉旅館、地
域金融機関、大学・高校など様々な団体や地元キー

22	 2021年8月3日、NPO法人TATAKIAGE Japan代表の小野寺孝晃氏にインタビューを実施した。
23	 TATAKIAGE Japanでは、「地域実践型インターンシップ事業」と称し、東京など域外の大学から1か月程度の長期インターンシッ

プを地域ぐるみで受け入れている。復興庁の事業（4年間）で受け入れた学生は累計90名に及ぶ。学生は、地元の企業家や専門家と
協力しながら、いわきの地域課題（例：空き家や空き店舗を活用した新規事業創出）の解決に向けて実践的に活動する。この事業は、
創業機運醸成事業ではないが、起業無関心者の学生に対する創業普及啓発に資するものとなっている。

24	 筆者は、2019年度と2020年度のコンテストの最終プレゼン審査において審査員長を務めた。2019年度のコンテストでは、全国から応
募のあった104件より選ばれたファイナリスト8名に対するプレゼン審査を経て、経済産業大臣賞1件、中小企業庁長官賞2件が決定し
た。経済産業大臣賞は、吉田優子氏の「高校生向け職場体験申し込みサイト」（支援事業者：大阪信用金庫）が受賞した。2020年度
のコンテストは、「地域創造部門」と「高校生部門」の2部門制となった。全国より応募のあった196件より選ばれたファイナリスト
16名（組）に対するプレゼン審査を経て、各部門においてそれぞれ経済産業大臣賞1件、中小企業庁長官賞1件が決定した。「地域創
造部門」の経済産業大臣賞は西出喜代彦氏の「世界初の裏表も前後もないスマート肌着の開発及びブランド化」（推薦機関：大阪信
用金庫）、「高校生部門」は西田翔平氏の「学園祭ナビゲーションアプリ」が受賞した。

マンと協力することにより、いわき地域の新たな
プレイヤー・起業家の発掘・育成に向けて2015年
から継続的に取り組んでいる。そのために、創業
機運醸成事業のみならず、復興庁の「復興・創生
インターンシップ事業23」など、他省庁の支援事業
を複数組み合わせて事業目的を達成している。

一般的に地方においては、東京圏と比べて、イ
ベント参加者数が少なく、毎回同じ固定化された
メンバーの集まりとなり、創業機運醸成事業の対
象となる新たなプレイヤーの発掘・育成には困難 
を伴う。また、事業主体となる支援機関にはイベン 
トを運営する専門的な人材が不足していること
もある。ただ、福島県沿岸地域・いわき市の場合
は、2011年以来の震災復興事業で域外からファシ
リテーターやコーディネーターなどの専門家が入
り込み、地域コミュニティ再生に向けてワーク
ショップなど数多くの全員参加型イベントが実施
されてきた経験を有する。こうした地域での学習
コミュニティや類似事業での経験学習が基盤に
なって、TATAKIAGE Japanの創業機運醸成事
業は実現可能なものになったといえる。

もう一つ、中小企業庁が示したモデルケースと
して、「全国ビジネスプランコンテスト（Japan 
Challenge Gate）」の受賞事例を挙げることができ
る。同コンテストは、2019年の場合、「令和元年度
潜在的創業者掘り起こし事業」として、2020年の場
合、「令和 2 年度起業家教育事業」として実施さ
れた24。審査基準は、通常のビジネスプランコン
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テストにもある「事業の実現性や妥当性」「新規性
及び優位性」「自己実現（熱意・知識・ビジョン）」
に加えて、「地域貢献の視点（地域特性・地域活
性化・地域連携）」が入っている点に特徴がある。
また、コンテスト応募にあたっては地元の支援
事業者によるお墨付きのあることが条件にあり、
地域ぐるみの創業支援体制それ自体を全国レベル
で競う建付けとなっている点も特徴的である。 
2020年の場合、「地域創造部門」と「高校生部
門」の 2 部門制での同時開催となり、ファイナリ
スト間の交流機会も用意された。高校生にとって
は、地域ビジネスを創出した社会人との交流を通
じ、実践的な起業家教育・地域起業学習の場にも
なっていた25。

以上の事例を通して、創業機運醸成事業の成功
要因には、高橋（2021）の指摘のとおり、①混ぜ
る、②繋ぐ、③広げる、④支えるといった点にエッ
センスがあるようにみてとれる。それは、地域活
性化にも通じる点である。こうした地域ぐるみの
創業機運醸成事業をヒントにしつつも、以下では、
政策的な期間限定の支援事業にとどまらない、起
業学習と地域活性化の両方を実現する持続可能な
仕組みづくりについて検討していく。

5　事例研究 
� ─「小さな起業」活動と地域活性化

本節では、地域ぐるみの起業学習（創業機運醸
成を含む）による「小さな起業」活動が地域活性
化に資する事例として、筆者が近年フィールド
ワークを実施した 3 タイプの地域（大都市、地方
工業都市、中山間地域）を取り上げる。いずれの

25	 中小企業庁による起業家教育とは、将来の職業選択時に起業家・創業者となることを選択肢の一つとして意識してもらうことや、主
体性・創造性・分析力・コミュニケーション力などを醸成し、「これからの時代で生きる力」を身につけることを目的とする教育である。

「学びと社会の連携促進事業」等で実施されている。具体的には、ビジネスコンテスト（高校生部門）などのイベント開催、起業家
教育プログラムの開発、高等学校で起業家が講演する出前授業の実施などが挙げられる。

26	 長山（2019c）と長山（2021a）の一部をもとに再構成した。
27	 データは世田谷区「世田谷区経済産業の動向（世田谷区経済産業白書）」（2019年3月）による。

事例においても「小さな起業」「フリーランス起
業家」に注目し、それが輩出される地域的な特徴
や背後のメカニズムを見いだしていきたい。

（ 1 ） 東京都世田谷区の事例26 

① 多様な働き方と職住近接が可能なまちを
� 目指す世田谷区
まず、世田谷区の概況27であるが、人口90万人

を超えており、東京都23区で最も人口の多い区で
ある。東京区部の南西部に位置しており、面積は
23区内で大田区に次ぐ規模を有している。区内の
全土地面積（5,800ha）のうち、おおむね半分の
面積が住宅用地（2,900 ha）として利用されてい
る。昼夜間人口比率は100％に近づきつつあるが

（2000年：88.7％→2015年：94.9％）、区外（都心部）
へ通勤・通学する区民が多く、依然として住宅都
市としての側面がみてとれる。世田谷区の事業所
数は27,034所（2016年）であり、卸売業・小売業
の割合が24.9％と最も多い。東京都平均と比較す
ると、生活関連サービス業や教育・学習支援業、
医療・福祉といった割合が高く、世田谷区の産業
の特徴となっている。新規開業率（2014〜2016年 
実績）は11.7％、廃業率は19.8％となっており、
特別区部（23区平均）とほぼ類似した数値である

（隣接する渋谷区は開業率28.0％、廃業率27.5％と
際立って高い）。区内の就業者数は35万人であり、
製造業の就労割合が7.3％と低い（全国16.2％、東
京都10.1％：2015年）。子育て中の区民に実施し
た調査では、望ましい勤務場所として、「在宅勤
務」（34.3％）、「家の近くのサテライトオフィス等」

（18.2％）を上位に挙げており、多様な働き方を
望む区民のニーズを示している。
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こうした状況を踏まえて、世田谷区では、基本
構想（2013年決定、20年間）において、「地域を
支える産業を育み、職住近接が可能なまちにする」
ことをビジョンの一つに掲げ、「ソーシャルビジ
ネス、コミュニティビジネス等により、子育てを
している人、若者、高齢者、障害者も働き手とな
る職住近接が可能なまち、ワークライフバランス
の実現」に向けての施策を講じている。また、目
下、改正検討中の世田谷区産業振興基本条例28に
おいては、ポストコロナ時代を見据え、「世田谷
区地域経済の持続可能な発展条例」と名称を変更
し、従来からの産業振興に加え、非経済的な価値
にも重きを置く。条例改正プロセスでは、地域社
会の抱える多様な課題解決に向けて、住民自らが 
プレイヤーとして関わることを前提に、フリーラン
スなどの多様な働き方や起業・創業が実現可能 
な環境づくりや、「サードプレイス」（Oldenburg, 
1989）のように気軽に対話ができる共助の場づく
りなどを打ち出している。

② 地域密着型の女性起業家とフリーランス、
� 地域コミュニティと広がる起業学習
筆者は、2019年度に駒澤大学経済学部・長山ゼ

ミのプロジェクトとして世田谷区の起業家実態調
査を実施したが、地域密着型のコミュニティビジ
ネスの存在感が大きく、女性起業家とフリーラン
スがその担い手となっている点を確認した。世田
谷区はいくつかの顔をもっており、世田谷地域・
北沢地域・玉川地域・砧地域・烏山地域の 5 地域
に分かれている。当該調査の方法は、世田谷区を
5 地域に分け、その地域社会と密着した起業家の
ライフヒストリーと人間関係（地縁・人縁）に
ついて可視化するものであった。約60名にヒア
リング調査をして、「人間関係・相関図」をつく
り、区内 5 地域ごとの起業家コミュニティの特性、

28	 世田谷区産業振興基本条例検討会議において、2020年3月から条例改正を検討している。2022年4月に新条例の施行予定。筆者は同会
議の座長を務めている。

5 地域ごとの起業学習の基盤（起業家の再生産メ
カニズム）をとらえるための分析を試みた。

その結果、 5 地域のなかでも、それぞれに人間
関係を豊かにする「サードプレイス」的なコア拠
点－コワーキングスペースやカフェ、子育てや介
護などの施設といった場所の機能を再発見するこ
とができた。また、それぞれの地域に人間関係を
広げていくコア人材がいることを見いだし、そう
した人物が共通のテーマ・課題（待機児童問題や
空き家問題など）のもと、地域や世代を超えて人
間関係を広げていることも発見できた。

烏山地域は世田谷区のなかで最も人口増加率
（2013～2018年）が高く、北沢地域もそれに次い
でいる。烏山地域には、いくつかのコア拠点があ
る。その一つは、コーシャハイム千歳烏山という
団地内の一角にある「コミュニティカフェななつ
のこ」である。このカフェは、NPO法人ツナグ
バヅクリ（代表理事・鎌田菜穂子氏）が運営して
いる。そこの料理部門として独立した「まちな
かだいにんぐ烏山」（代表・柴崎幸苗氏）では、
10名ほどの近隣の主婦（フリーランス調理師）に
日替わりで食事の提供を委託している。ほかにも、
ななつのこ内には、団地の人々がハンドメイドで
制作した雑貨・アクセサリー等を販売できる「て
しごとショップ」や、写真や絵画を展示・販売で
きるギャラリーもあり、主に団地の主婦層を中心
とした創業の苗床として機能する。また、ななつ
のこ内にはレンタルスペースがあり、近隣住民に
ヨガやピアノを教えるフリーランスも集い、ゆる
やかに人々がつながっている。

北沢地域にもいくつかのコア拠点があるが、「子
育て」を共通テーマにした女性起業家コミュニ
ティの存在感が大きい。一般社団法人北沢おせっ
かいクラブ（代表理事・斎藤淳子氏）では、北沢
地域の小学校・中学校を中心とした、PTA・青

148013 日本政策金融公庫論集第53号.indb   35148013 日本政策金融公庫論集第53号.indb   35 2021/11/15   14:12:042021/11/15   14:12:04



─ 36 ─

日本政策金融公庫論集　第53号（2021年11月）

少年委員・町会・学童スポーツの関係者が、子ど
もを中心に各世代がつながる場所をつくってい
る。実際、斎藤氏を含め創業メンバーの 6 名は、
子どもの野球クラブでつながるママ友であり、料
理好きなメンバーが持ち寄りで食事会を行ってい 
た。それが発展して、大人も子どもも参加できる
コミュニティ食堂を開く。さらに今では、「お 
でかけひろば」を運営するに至っている。おでか
けひろばとは、未就学（ 0 〜 3 才まで）の子ども
と保護者、プレママ（妊婦）を対象としたくつろ
ぎスペースであり、区内に30か所超ある29。北沢
おせっかいクラブのおでかけひろばは、一時預か
り保育とコワーキングスペースの機能ももってお
り、子どもの近くでゆるやかに働きたい「ママ起
業家」「ママ・フリーランス」のニーズをとらえ
ている。区内に広がりを見せるおでかけひろばで
あるが、その担い手の多くは女性起業家である。

こうした女性起業家を支援する中間支援組織の
一つが、NPO法人せたがや子育てネット（代表
理事・松田妙子氏）である。「子育て系のママ起
業家・フリーランス」は、先輩起業家でもある松
田氏による「居場所サミット」等を通じて、世代 
間を超え、地域もまたいだ広域的なつながりを生ん
でいる。世田谷区には526のNPO法人と、700 
近くの社会福祉協議会のサロン、任意団体を含
めると2,000を超える団体がある。ただ、子育て、
高齢者ケア、介護・障害者ケアといった団体のテー
マが違えば縦割りとなり、横のつながりがなかっ
た。そこで、松田氏は高齢者の在宅ケアの分野で
活躍する中澤まゆみ氏と、介護・認知症ケアの分
野で活躍する岩瀬はるみ氏といった世田谷区の
テーマの違うコア人材と協働し、居場所サミット
を2017年から定期的に開催している。サミットに
は約60の団体と300名の参加者が集まり、テーマ・
世代・地域を超えた人の出会いとつながりの場に

29	「おでかけひろば」は、厚生労働省の「地域子育て支援拠点事業」を受け、世田谷区独自の上乗せ補助により、預かり保育事業とワー
クスペースの併設運営をするもの。

なっている。
子育て以外のテーマにおいても、世田谷区では

「らぷらす（世田谷区立男女共同参画センター）」
の「起業ミニメッセ」を機に、介護系など異分野
の女性起業家がつながる仕組みもある。自立した
女性起業家との接触の機会は、パート・アルバイ
トと同じ感覚で働く女性フリーランスにとってみ
れば、身近な地域での起業学習の機会となる。世
田谷区には、地域社会の課題を解決する女性起業
家のロールモデルが多い。らぷらすの女性起業家
支援のルーツには、世田谷の第 1 世代（40年超の
活動歴がある「男女雇用機会均等法」世代）の女
性起業家といわれる故・矢郷恵子氏（「毎日の生
活研究所」設立者）の存在がある。せたがや子育
てネットの松田氏は、亡き矢郷氏を恩師と慕う。
第 2 世代の女性起業家といえる松田氏のもとに
は、第 3 世代の女性起業家やフリーランスが集い、
インフォーマルな起業学習の輪が広がっている。

③ 世田谷区の創業支援体制
� ─駒澤大学ラボの創業機運醸成事業
筆者は、所属する駒澤大学経済学部現代応用経

済学科においてラボラトリを2018年 4 月に創設し
た（長山、2019c）。このラボは、アントレプレナー
シップを軸に置き、教員・学生と学内外の多様な
関係者が協働し、オープンな連携のもとで研究・
教育・地域貢献を融合させる。世田谷区における
起業学習の地域プラットフォームのエンジンと
なることを目指している。本学のラボは、2018・
2019年度の中小企業庁「創業機運醸成事業」に採
択され、起業の裾野を広げるための各種事業を実
施してきた。世田谷区の創業支援体制に組み込ま
れ、起業無関心者向けの起業家教育を担っている

（図－ 5 ）。ラボ活動の特徴は、「地域活性化」と
いう誰でも参加が容易な共通テーマを用意する点
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にある。起業には無関心な者であっても、身近な
地域の課題には問題意識があるからである。地域
のテーマは、産業振興、観光、雇用、教育、福祉
医療、防災・環境、自然景観、歴史・文化、都市
計画・まちづくり、など多岐にわたる。そのため、
誰しもが何らかのテーマに共感し参加しやすい。
実際、シェアリングエコノミーやまちづくりなど、

「起業」をあえて意識させないテーマでシンポジ
ウムを行い、学生や地域住民など幅広く起業無関 
心者層の参加を促している。起業無関心な若者か 
らは、「周囲に自営業者や起業家がいないので、起
業することに現実味がない」という意見をよく耳
にする。若者は周囲の影響を受けやすい傾向があ
るので、起業家に触れる機会を身近な地域で増や
すような創業機運醸成事業があれば有効であろう。

そこで、本学のラボでは、地域の日常的な交流
の場として、「アントレプレナー交流会」という
定例会を開催している。交流会ではラボに関わる
教員・学生が、地域の住民や在勤者、企業家・起

30	「ブレスト」は、鎌倉市「カマコン」の手法を導入した。詳細は、長山編著（2020）の10章を参照のこと。

業家など多様な人々と交流し、地域の社会的課題
の解決に向けたアイデアを「ブレスト30」で出し
合う。ブレストにはルールがあり、他人の発言（ア
イデア）を傾聴し、肯定して、その発言に乗っかり、
テンポよくアイデアを出す。ブレストでは、アイ
デアの質よりも量が重視される。否定されること
はないので、知識や経験のない初回参加者でも発
言しやすい。起業無関心者の学生にとっては、ビッ
グなITベンチャー起業家とのプライベートな交
友関係を築くのは難しいが、一緒にブレストをし
た起業準備者や初期起業家とならばそれもできる
だろう。こうした身近な地域のロールモデルの方
が、「自分でも起業家になれる」という実現可能
性を見いだすことにつながりやすい。世田谷区は
広域なので、 5 地域のコミュニティエリアに分け
て協力拠点を形成し、日常的なアントレプレナー
交流会に協力してもらっている。協力拠点はいず
れも地域密着型のカフェ・食堂やバルであり、学
生にとっては大学と自宅の間の居場所（サードプ

図－ 5　世田谷区の創業支援体制

資料：筆者作成

オンラインサロン
SETAGAYA PORT

創業希望者
創業者

＜全体像＞

世田谷信用金庫

世田谷区

・創業融資相談

昭和信用金庫

世田谷区産業振興公社

・事業計画策定等個別支援

世田谷ものづくり学校

・インキュベーション施設

・創業セミナー
・相談窓口

せたがや中小企業
経営支援センター

・創業スクール
・創業コミュニティ

日本政策金融公庫
渋谷支店

東京商工会議所
世田谷支部

・創業サポートデスク
・創業支援セミナー

・ワンストップ相談窓口
・創業セミナー

・ソーシャルビジネス創業支援
・女性のための起業支援
（男女共同参画センターらぷらす）
・支援計画の調整 ・進捗管理
・国、都等からの情報収集

創業無関心者

駒澤大学（現代応用経済学科ラボラトリ）

起業家教育「創業機運醸成事業」
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レイス）といえる。ここでは、「地域」を空間（space）
ではなく場所（place）ととらえて、地域への感
情やロイヤリティを高めることから始める。起業
学習とは、アントレプレナー交流会への「参加」
の程度が高まることと同義にとらえているからで
ある。実際、参加の関与度が高まるにつれて、起
業家とのプライベートな関係性は強くなり、起業
希望者へと移行しやすい。

ただ、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より、2020年度は交流会での濃密な接触を回避せ
ざるを得ない状況になった。オンラインでのシン
ポジウムは開催したが、ラボの活動が停滞した
ことは認めざるを得ない。こうした状況のなか、
2021年、世田谷区では、「SETAGAYA PORT」
と称するオンラインサロンを開設した。世田谷区
内外の多様な企業・スタートアップ・フリーラン
ス・プロボノ・大学・金融機関など異業種の人々

が交流し、継続的に交流するオンラインのたまり
場である。地域住民（定住人口）はもちろんのこ
と、通勤・通学・買い物・観光などで地域を訪れ
る人（交流人口）、さらには、出生地や過去に滞
在経験があるなど地域に何らかの関わりがある人

（関係人口）、といった地域関係者ならば誰しもが
オンラインサロンに容易に参加できる。世田谷区
の創業支援モデルは、本学ラボを補完するオンラ
インサロンが加わり、創業機運醸成を含む起業学
習によりコミュニティビジネスを多数輩出する仕
組みとなっている（図－ 6 ）。

（ 2 ） 愛知県常滑市の事例

① 陶磁器産業を抱える常滑市
常滑市は、愛知県の南西部、知多半島西海岸

の中央部に位置する人口約 6 万人の地方都市であ
る。製造業のウエイトが大きい（就業人口の31％）

図－ 6　世田谷区の創業支援モデル：「起業」を軸とした地域活性化の総合政策

資料：筆者作成
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ので、地方工業都市と言ってよい。1000年の歴史
をもつ常滑焼は、瀬戸、信楽、越前、丹波、備前
と並び、日本遺産認定の日本六古窯の一つであり、
なかでも最も古く最大の規模とされる。常滑市

「常滑市の工業の概要」（2019年）で窯業・土石の
産業別構成比をみると、事業所数の33％（ 1 位：
48所/144所）、従業者数の23％（ 2 位：1,589人/  
6,781人）、製造品出荷額等の25％（ 2 位：485億円/ 
1,945億円）を占めており、輸送用機械に次ぐ主要 
産業として位置づけられ、現在でも陶磁器産地
の特徴が残っている。ただ、時系列でみれば、 
窯業・土石の事業所数は減少の一途をたどって
いる（表－ 2 ）。特に、2000年以降は従業者数と
製造品出荷額等の減少幅が大きくなっており、常
滑市の地域経済における陶磁器産業の地位低下
がみてとれる。地域中核企業（㈱INAX（現・ 
㈱LIXIL））の影響力が低下した21世紀、常滑市
では「第 5 次常滑市総合計画（2016〜2024年度）」
において「焼き物と海と空を活かして全国・世界
から人を呼び込む」ことを目標に掲げ、国際観光
都市とMICEの誘致を推進している。

② 常滑陶磁器産業の歴史的変遷
� ─産地型と企業城下町型の 2 つの顔
常滑の陶製品には、土管やタイルなどの建設用

製品、甕
かめ

や鉢などの日用品、急須・茶道具などの
美術的製品といった多様な製品が古くから見受け
られる。現在でも、茶葉を炙って香りを楽しむ茶
香炉、焼酎サーバー、蓋なし急須など、時代のニー
ズに柔軟に応じて新しい製品が次々に開発されて
いる。こうした多様性と柔軟性が常滑陶磁器産業
の存立基盤といえよう。

常滑窯は、猿
さ

投
なげ

窯の最も古い流れを汲み、中世

31	 産地型産業集積は、同一業種（主に軽工業・在来産業）に属する特定製品を地域内の経営資源（原料・技術・人材・販売力など）を
基盤に生産する中小企業が多いとされる。全国各地に散在する地場産業の産地の多くは、産地型の集積である。地場産業は、①特定
の地域で起こった時期が古く、伝統のある産地であること、②特定の地域に同一業種の中小零細企業が地域的企業集団を形成してい
ること、③生産、販売構造が社会的分業体制となっていること、④ほかの地域ではあまり産出しない、その地域独自の特産品を生産
していること、⑤市場が広く全国や海外に求めて製品を販売していることといった特徴をもつ。

の焼き物において最大の生産量を誇った。常滑の
土は鉄分が多く、粒が細かい。これは低温度でも
堅く焼き締まるので、大型の甕や壺をつくるのに
適していた。平安時代末期から室町時代にかけて、
大型の甕や壺を大量に生産し、海上交通の至便な
立地を活かして全国に供給した。当時の焼き物の
産地として最大級であり、知多半島一帯の古窯の
数は3,000基超といわれる。ただ、常滑焼は大物づ
くりが得意であったため、茶道具があまりつくら
れず、同じ六古窯でも備前や信楽と比べると大き 
く出遅れる。常滑では江戸時代中期になってからよ
うやく茶陶が始まり、初代赤

あか

井
い

陶
とう

然
ねん

や二代伊
い

奈
な

長
ちょう

三
ざ

 
といった個性的な名工も誕生した。常滑焼の
シンボルともいえる朱泥焼の急須が誕生したの 
は、江戸時代末期と伝えられる。常滑焼、甕や鉢
そして急須といった日用品・陶芸品の類は歴史性
があり、その担い手が小工業で工程間の分業や集
積の外部経済性もみられることから、いわゆる地
場産業・産地型産業集積の特徴31を有する。

常滑市誌編さん委員会編（1974）、とこなめ焼 
協同組合百周年記念誌編纂委員会編（2000）によれ

年 事業所数
（所）

従業者数
（人）

製造品出荷額等
（百万円）

1985 246 5,279 63,908 

1990 217 5,185 91,285

1995 203 5,014 107,997

2000 162 3,252 79,381

2005 102 1,827 67,339

2010 71 1,481 32,034

2014 58 1,511 43,847

2019 48 1,589 48,481

資料：常滑市「常滑市の工業の概要」
（注）対象は従業者4人以上の事業所。

表－ 2　常滑市の陶磁器（窯業・土石）産業の推移
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ば、明治・大正時代・戦間期を通じて常滑の陶磁器
生産額は増加していくが、それは土管やタイルなど
の産業用陶器を大量生産することで発展したこと
が分かる。なかでも、土管の生産額は大きく、戦間
期には全国比50％を超える全国最大の土管産地に
成長した。1929年における常滑の陶磁器生産額の 
製品構成比32をみると、陶管（土管など）が46％と最
大で、甕類16％、海外陶器11％、建築陶器（煉瓦タ
イルなど）10％、小細工品（植木鉢・急須など）9 ％、
火鉢 5 ％、焼酎瓶 3 ％と続く。土管製造業者は、
その時々の経済情勢や市場変化に応じ、生産品目
を変更することで生き残った。たとえば、土管の
売れ行きが悪ければ、植木鉢や焼酎瓶などほかの
陶磁器製品の生産に切り替えることで対応した。

土管からのタイルへの転換が進んだのは、伊奈
長三郎氏の伊奈製陶㈱（後の㈱INAX、現在の㈱
LIXIL）設立（1924年）による。常滑陶磁器産業は、
太平洋戦争の大きな打撃を受けたが、戦後の復興
は速やかに進んだ。まずは占領軍の宿舎や住宅設
営に要する建築用陶器の需要が発生し、タイルの
生産が再開された。それを、伊奈製陶㈱など戦前
からモザイクタイルを生産していた大規模工場が
担った。高度経済成長期にかけて常滑の陶磁器産
業はさらなる成長を遂げる。常滑市「常滑市の工
業の概要」における製造品出荷額の推移をみると、
1955年に29億円であったが、1965年は113億円、
1975年は358億円、1985年は639億円と右肩上がり
で増えている。その製品構成比をみると、「タイル」
が1955年から85年にかけて37％から52％と割合が
上昇している一方で、「陶管（土管など）」は同年
比で18％から 3 ％までに下降している。タイルに
おいては、伊奈製陶㈱と下請け中小企業との垂直
的分業構造が確認できる。

32	 とこなめ焼協同組合百周年記念誌編纂委員会編（2000）を参照。
33	 企業城下町型産業集積は、特定の大企業・中核企業（主に重工業・近代産業）を頂点として、その下請けや系列の中小企業群からな

る垂直的分業構造の集積である。その頂点に立つ大企業・中核企業は、賃金・所得や雇用・税収など当該地域の経済において圧倒的
な存在感をもち、地域社会や自治体政策にまで影響力を及ぼす。

伊奈製陶㈱は雇用の受け皿として常滑の地域経
済に大きな影響を及ぼし、ピーク時には税収の約
30％を収めていた。伊奈製陶㈱の創業者である伊
奈長三郎氏は、1951年から常滑町の町長、1954年
から合併後の常滑市の市長に就いており、伊奈製
陶㈱の地域社会や政治に及ぼす当時の影響力の大
きさを物語っている。伊奈製陶㈱（伊奈長三郎氏）
時代の常滑陶磁器産業は、企業城下町型産業集積
の特徴33と一致する。

転換期・平成不況期にウエイトを高め、タイル
に代わって常滑のリーディング製品に躍り出たの
は衛生陶器である。衛生陶器は、その名のとおり
高い衛生性を長く維持できる特性から、便器や洗
面器など水まわりの住宅設備機器として急速に普
及が進んだ。その主な担い手は、タイルと同じく
伊奈製陶㈱など大規模経営体である。衛生陶器の
陶磁器製造品出荷額に占める製品構成比をみる
と、1955年の15％から85年の25％へ、さらに95年
には48％へと上昇し、タイル（95年：41％）との
首位交代を果たしている。他方で、本来の常滑焼
といわれる小物類（急須・食器・置物）が該当す
る「装飾品・火鉢・玩具／厨房用・卓上用」は、
1955年の21％から85年の 7 ％へと下降し、2019年
には 1 ％と存在感がなくなってしまった。地場産
業・産地の縮小がみてとれる。現在（2019年）は、

「衛生陶器」（78％）と「陶磁器製タイル」（17％）
の 2 製品区分で全体の約95％を占めるに至ってい
る。従業者数の推移をみてもほぼ同様の動きを示
しており、衛生陶器とタイルが雇用の受け皿と
なってきた点が確認できる。

戦後の常滑陶磁器産業の成長は、伊奈製陶㈱を
中心に、タイルと衛生陶器という近代工業製品に
よって支えられたものとみてとれる。日本の地方
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工業都市の多くは分工場経済の特徴をもち、多様
で自律的な地域経済の内発的発展が弱いとされ
る。一方、常滑地域においては、陶磁器の産業集
積を基礎とする集積経済を長らく形成してきた。
外形的には陶磁器産業という同一の特定産業が維
持されてきたようにみえるが、その内実は生産品
目の幅を広げて陶磁器産業の概念を拡張してお
り、地方工業都市の動態的な発展経路を示したも
のととらえられる。

③ 地域中核企業の変革と
� 常滑陶磁器産業への影響
伊奈長三郎氏の後継者で1980年から96年まで伊

奈製陶㈱の代表取締役社長を務めた伊奈輝三氏へ
のインタビュー 34によれば、同社にとっての衛生
陶器の生産とは、陶磁器産業や建設資材メーカー
という範疇を超えた、水まわりに関する住生活総
合サービスとしてとらえた方がよい。事実、伊奈
製陶㈱では、1955年以降、プラスチック（浴槽）、
金属（水栓金具）、木工品（化粧台）、これらの複
合品（ユニットバスルーム）、といった陶磁器を
使用しない製造品目の拡大を進めた。

1985年、伊奈輝三社長のもと、伊奈製陶㈱を㈱
INAXに社名変更し、併せてCIを導入することで
企業変革を進めた。トイレをはじめとする水まわ
り事業開発を核に据え、当時業界シェアトップの
TOTO㈱に果敢に挑んだのである。これまで暗く
て汚い日陰の存在にあったトイレをアメニティ溢
れる明るい日向の存在へと既成概念を覆し、「温
水洗浄便座」を開発して、CI導入から約10年間
で市場規模全体を 3 倍にするという市場創造を果
たした。㈱INAXのイメージをトイレ文化革命の
先端企業へと高め、これまでの地味なローカル体
質企業・生産型製造業からグローバルなサービス
業型製造業へと変革させた。

34	 2018年8月27日、長山ゼミの夏合宿においてレクチャーを受けた。

㈱INAXが創業地の常滑から離れるトリガーと
なった出来事は、2001年のトステム㈱との経営統 
合、純粋持株会社「㈱INAXトステム・ホールディン
グス（現・㈱LIXIL）」の設立である。サッシや 
便器、タイルなど住宅設備のほとんどを網羅した、
連結売上高が 1 兆円に迫る巨大企業が誕生したの
である。2011年、さらなる事業拡大と業務のスリ
ム化を目指し、トステム、INAX、新日軽、サンウエー
ブ工業、東洋エクステリアの 5 社を統合し、LIXIL
グループが誕生するに至った。これで、名実ともに、
伊奈（イナ／ INA）の姿は消えた。地域中核企業
の変革は、常滑陶磁器産業に大きな影響をもたら
した。2002年、㈱INAXは、主力工場の一つで内装・
床タイルの生産拠点であった常滑工場を閉鎖した
のだ。それは統計データをみても顕著に表れてお
り、2002年以降、製造品出荷額も従業者数も大き
く減少している。特にタイルの落ち込みが際立っ 
ており、製造品出荷額では1995年の41％から
2002年の25％へ、従業者数では同年比で44％から
2002年の24％へとシェアが大きく低下した。

地域中核企業の変革は、伊奈家のファミリーアン 
トレプレナーシップにもよる。1000年の歴史をも
つ常滑焼は、その歴史的変遷において幾度の技術革 
新を乗り越えてきた。それは、土・釉薬・燃料・窯な
どの変化への対応からみてとれ、生産方式や生産品
目の多様性へと結実している。こうした変化には国 
内外の市場や競争への受動的対応という面もあるが、
企業家による能動的主体的な対応という面もある。

伊奈初
はつ

之
の

丞
じょう

氏（五代目）は明治期に燃料転換
で土管の大量生産体制を確立し、伊奈家伝統の陶
芸（急須）の道を変えた。長三郎氏（六代目）は
先代とともにモザイクタイルの国産化（輸入代替）
に成功し、常滑をタイル生産の集積地へと変える
起点となった。また、長三郎氏は先代が育んだ土
管を切り捨て、戦後すぐに衛生陶器の生産を開始
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している。中興の祖といわれる輝三氏（七代目）
は衛生陶器で事業を拡大したが、事業ドメインま
で広げて陶磁器産業から住生活総合サービス業へ
と転換を図った。常滑の陶磁器産業の発展プロセ
スにおいて、伊奈家の企業家のファミリーアント
レプレナーシップがその経路修正の担い手となっ
たものととらえられる35。

④ 常滑焼アントレプレナーの輩出メカニズム
2000年代に入り、地域中核企業がグローバル企

業への変革を進めて主要工場が撤退すると、常滑
地域の陶磁器産業は変容を余儀なくされる。地域
に埋め込まれた焼き物の基盤技術や起業文化・国
際的起業家精神36をもとに新しい動きが出ており、
産地型と企業城下町型に代わって、新たな時代に 
応じた独自の地域産業システムへの経路修正が進ん
でいる。それは常滑焼のアントレプレナーの台頭

35	 伊奈家のようなファミリービジネスは日本では珍しくない。世代をまたぐ企業家活動は長期的志向から組織の価値を創造し、ファミ
リービジネスの持続可能性を高める。短期的な利益よりも長期的な存続を志向する経営理念は、伝統を重んじて保守的になる場合も
あるが、リスクをとったイノベーティブな行動へと働くこともある。伝統と革新の二項対立を超えた発展的統合がファミリービジネ
スの企業家活動には重要であり、それが事業承継した後継者には欠かせない。変革を伴う企業家活動には正当性が求められるが、顧
客・取引先・従業員・地域社会などから世代をまたいで信頼を獲得・蓄積してきたファミリービジネスないしは長寿企業の場合は問
題ない。山田編著（2020）では、ファミリーアントレプレナーシップの背後にある社会情緒的資産に着目し、それが地域の風土や習
慣を反映した土着性に裏打ちされ、ファミリーによる影響力や支配力・アイデンティティとして歴史的に形成され、環境変化に適合
する形で保持されてきたとの仮説を導出している。伊奈初之丞氏・長三郎氏・輝三氏のそれぞれがとったリスクの高い変革的な行動、
伊奈家のファミリーアントレプレナーシップの背後のメカニズムについてもこれである程度の説明がつく。

36	 伊奈家の国際的な企業家活動のルーツには、伊奈製陶㈱の創業期から関与する森村グループの国際性が挙げられる。森村グループの
海外情報網を活用して伊那製陶㈱は創業期から総合商社に競って直接輸出に乗り出すボーングローバルカンパニー（BGC）となり得
た。創業者の伊奈長三郎氏は戦前に米国で土管の製造方法を学び、伊奈輝三氏は米国のタイルメーカーで研修を積んでいる。いずれ
も国際的アントレプレナーとして活躍することで、世界の伊奈家としてのアイデンティティが確立され、それが地域の国際性と起業
文化へと結びついた。

37	 常滑市「常滑焼の現況調査アンケート集計結果（2017年9月）」をみると、職人・作家（つくり手）の実態を把握できる。同調査では、
常滑陶芸作家協会会員29人、市内在住の焼き物職人・作家46人の計75人にアンケートを依頼し、29人からの回答を得ている。その集
計結果をみると、①40～50歳代の女性が23％と多い、②作陶形態は「自分のみ（1人）」が72％と多い、③平均年商が252万円と過少
であり、20年前（496万円）と比べて減少、④主力作品は「生活の器」「煎茶器・ポット」であり、「茶陶」「表現としての器」は皆無、
⑤今後の課題は「人材育成」（78％）、⑥海外展開は「1人（1社）でもやりたい」（41％）と意欲的、⑦常滑焼のアイデンティティは「歴
史」（23％）、「技法」（17％）、「急須」（15％）、「六古窯」（15％）というものであった。

38	 筆者は、2018年度に長山ゼミのプロジェクトとして「常滑の焼き物産地におけるアントレプレナーシップ」の実態調査を行った。
2018年8月27～30日にかけて、次の30名超の関係者に取材した。常滑市役所（企画部企画課・鯉江剛資氏）、常滑市観光協会（梅原淳
氏）、とこなめ焼協同組合（前理事長・渡辺敬一郎氏）、INAXライブミュージアム（館長・尾之内明美氏）、中部国際空港㈱（総務
部地域連携グループ担当課長・神田幸信氏、営業推進本部事業開発グループ担当課長・重野尚之氏）、㈱マキノ（代表取締役会長・ 
牧野克則氏、代表取締役社長・牧野良信氏、専務取締役・川島明氏）、日本モザイクタイル㈱（取締役社長・伊奈憲正氏）、㈱GOTO（代表
取締役社長・後藤彰一郎氏）、陶榮㈱（代表取締役社長・関俊治氏）、ジャニス工業㈱（取締役社長・冨本和伸氏）、㈱まるふく（代表
取締役・清水幸太郎氏）、㈲ヤマタネ（代表・伊奈義隆氏）、山源陶苑（鯉江優次氏）、前川製陶所（前川淳蔵氏）、常観堂（常春氏）、
㈱梅月冨本人形園（冨本喜久恵氏）、陶芸家・都築隆夫氏、陶芸家・小西洋平氏、陶芸家・梅原タツオ氏、澤田酒造㈱（代表取締役社長・
澤田薫氏）、㈱ベアリッジ（代表取締役・中橋康太郎氏）、㈱INUN（取締役・大野大輔氏）、知多半島ケーブルネットワーク㈱（取締役
常務・富田博夫氏）、㈱デザインのちから（代表取締役・瀧口力氏）、㈱Jホテル（代表取締役・坂田久幸氏）、㈱甘節庵（代表取締役・
稲葉憲辰氏）ほか。当該調査にあたって、常滑商工会議所会頭の牧野克則氏（㈱マキノ代表取締役会長）から全面的な協力を受けた。

からみてとることができる。常滑焼は、1976年に
伝統工芸品として産地指定を受け、2007年には地
域団体商標の登録、そして、2017年には日本六古
窯の一つとして日本遺産に認定されている。その
芸術性や伝統・歴史、地域の文化を体化した職人
や作家に、常滑地域経済の発展可能性をみること
ができる37。また、筆者が実施した常滑地域での
ヒアリング調査38においては、次のような多様な
アントレプレナー、「小さな起業」の事例を発見
することができた。

一つ目は、若手陶芸家による常滑焼のデザイン
開発や海外販売の事例である。たとえば、台湾で
日本式の急須を現地販売する例（前川製陶所の 
四代目・前川淳蔵氏）や、パステルカラーの食器・
ポット等を欧州や直営店で製造販売する例（山源
陶苑の三代目・鯉江優次氏）が挙げられる。両者
とも40歳代の若手後継者であり、先代が甕や植木
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鉢などを製作していたが、産地外での斯業経験を
活かし、「伝統を更新する」想いで新しい取り組
みに挑戦しているところに共通点がある。

二つ目には、逆に、六古窯の原点に立ち返り伝
統的な技法で急須などを製作する事例である。陶
芸家の多くにはすでにガス窯や電気窯が普及して
いるが、「土が教科書、窯がノート」を信条に手
づくりにこだわり、あえて古来の薪窯で焼く例（若
手陶芸家の鯉江明氏）が挙げられる。

三つ目は、国際的に活躍する女性や外国人
の陶芸家の事例である。常滑地域では海外の
陶芸家との交流を促進する制度としてIWCAT

（The International Workshop of Ceramic Art in 
Tokonameの略）がある39。夏の 1 か月間、海外の
陶芸家が常滑でホームステイをしながら、陶芸の
勉強や地域の人々との交流をする市民活動であ
り、1985～2011年まで毎年開催され、総勢383人
の外国人が参加している。IWCATをきっかけに
常滑で工房を構える外国人もいる。IWCATでホ
ストファミリー役を受けた家には海外の陶芸家と
の継続的なつながりがあり、それを活かしてスペ
イン・チェコ・ドイツなど各国で自身の個展や展
示会を開催する例（女性陶芸家の加藤真美氏、吉
川千香子氏、宇賀和子氏）もみられる。

四つ目は、常滑焼の担い手を再生産する人材育
成機関とその卒業生コミュニティの事例である。
常滑には「とこなめ陶の森　資料館・陶芸研究所・
研修工房」があり、陶業・陶芸家を目指す次世代
に対して 2 年間の研修を実施している。轆

ろく

轤
ろ

など
の道具を使いこなす技術面の研修のみならず、焼
き物をつくり売ることをどう事業化するかとい
う起業家教育も行っている。これまでに約170人
の卒業生を輩出しており、その半分程度は常滑で
焼き物の仕事に従事している。地域に密着したフ
リーランスとして働くケースも多く、職場（仕事）

39	 IWCATのような市民活動は、常滑で焼き物に関わる人々の国際性と起業学習コミュニティの地域性を示す証左であり、海外からの
人材をひきつけるオープンで寛容性のある地域的制度を形づくるものととらえられる。

と自宅（生活）が地域と一体となった焼き物コ
ミュニティが形成されている。とこなめ陶の森は
1961年に設立されたが、その際に伊奈製陶㈱の創
業者・伊奈長三郎氏が多額の寄付をしている。と
こなめ陶の森は、建設用の陶業と急須などの陶芸
の両分野にまたがる焼き物の専門的で基盤的な技
術や知識を学習する場として機能してきた。次世
代への焼き物文化の発信と継承という文脈でいえ
ば、2006年に開館した「INAXライブミュージア
ム」が挙げられる。同施設は、世界中のタイルの
コレクションを所蔵する国際的な博物館であると
ともに、地元の子どもたちが「光るどろだんご」
をつくって常滑の土に触れる地域文化の教育機能
も担っている。

五つ目は、常滑焼のアイデンティティを観光や
まちづくりに活かす事業者や住民の事例である。
常滑駅周辺には煙突・窯・工場などの歴史的産業
遺産が集積し、土管坂を活かした観光スポット「常
滑やきもの散歩道」がある。昭和初期ごろ最も栄
えた窯業集落一帯であり、現在でも多くの作家や
職人が住み活動している。そこには、常滑の価値
を発信するギャラリーやカフェの経営者（常滑屋
の共同経営者である伊藤悦子氏と澤田研一氏（澤
田酒造））や、明治から昭和まで土管を焼いてい
た古窯をリノベーションしたレストランオーナー

（Bar&Bistro共栄窯の代表・川合広一郎氏）、さら
には常滑の街並みや雰囲気にひかれて市外から移
住してきた起業家（古民家カフェ nuuの女性店主）
などが集まっている。常滑やきもの散歩道の景観
には、建造物保存や歴史文化の継承という価値だ
けではなく、「わび・さび」に通じる芸術的な価値
の創造があると評される。その形成過程において、
NPO法人タウンキーピングの会や「やきもの散歩
道の会」といった住民や事業者・行政による協働
のまちづくり活動があったことは見逃せない。
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最後、六つ目は、常滑焼のマスコットといえる
招き猫を製造・販売する事業者の事例である。常
滑の招き猫は、丸顔・大きな耳・どんぐり眼・二
頭身・小判といった独自のデザインで有名である。
その標準モデルは㈱梅月冨本人形園の初代の職人
がつくり出し、現在でも製造元として三代目・冨
本喜久恵氏が継承している。土管や植木鉢を製造
する陶業から卸売業に事業転換し、オリジナルの
招き猫を企画販売する業者（㈱ヤマタネの二代目・
伊奈義隆氏）も誕生した。招き猫は、「お金」と「お
客」を招く縁起物とされ、インバウンド観光の需
要喚起にも役立っている。

（ 3 ） 静岡県浜松市天竜区春野町の事例

① 中山間地域の春野町の消滅危機
まず、春野町の概要であるが、静岡県西部の浜松

市、天竜区の中央部に位置する。浜松市は2005年
に12市町村の大合併をしたが、春野町を含む 4 町
村は天竜区として編入された。春野町は、市の中
心市街地から北へ40キロメートルほどと遠く、町
内の 9 割は森林に覆われた中山間地域である。

浜松市「浜松市統計書」によれば、合併時2005年 
の春野町の人口は約6,000人であったが、2020年に
は約4,000人までに減少した。もちろん、合併の前
から春野町の人口減少は進んでおり（1960年から
2010年までの人口減少率は64％）、財政も厳しい状
態（2004年の財政力指数は0.2）であった。春野町
は旧浜松市（2004年の財政力指数は0.9）との合
併によって救済される形となったが、実際は、合併
後に人口減少がより一層進み、消滅の危機にある。

浜松市「浜松市過疎地域自立促進計画（平成28年

40	 移住起業の全国的な状況については、桑本（2021）が参考になる。都市部から地方への移住と起業は、特に過疎地となれば極めて少
ないことが示されている。

41	「春野町の地域コミュニティと移住起業家」の実態調査。2016年9月5～8日にかけて、次の15名の関係者からレクチャーを受け
た。NPO法人楽舎（理事長・池谷啓氏）、はるの川音の郷（会長・畑中篤氏）、郷土史研究家・木下恒雄氏、NPO法人春野のえがお 

（理事長・森下廣隆氏）、NPO法人はるの山の楽校（理事長・山下太一郎氏）、スプリングフィールド（大津聡氏）、PEACE FACTORY 
（大友健志氏）、晴れるや工房（渥美典久氏）、マルセン砂川共同製茶組合（鈴木猛史氏）、お茶農家（伊澤勝俊氏）、うの茶園（宇野
大介氏）、林業家（天野圭介氏）、天竜区市民協働・地域政策課（藤田裕氏）。当該調査にあたって、NPO法人楽舎理事長の池谷啓氏
から全面的な協力を受けた。

度～32年度）」によれば、浜松市では、合併後、
春野町に佐久間町・水窪町・龍山村を加えた北遠
地域を「過疎地域自立促進計画」の対象にして、
生活環境整備や集落維持等の施策を講じている。
春野町を含む北遠地域には145の集落があり、そ
の平均世帯数は36戸、高齢化率50％超の集落は98

（うち29の集落は高齢化率70％超）に達し（2015年
時点）、限界集落問題が顕在化している。浜松市
議会には北遠地域出身の議員がいなくなり、「合
併してから中山間地域の声が市政に届きにくい」
といった集落住民の声も聞かれる。

春野町の主要産業は林業である。浜松市「平成
27年浜松市の農業・林業（2015年農林業センサス結
果報告書）」によれば、春野町の林業の担い手は大
きく減少している（2005年の経営体：367、2010年：
296、2015年：176）。林業の経営体数（2015年） 
のうち97％は法人化されておらず、 7 割が個人経
営の一人親方（フリーランス）である。小規模な
林業家の大半は景観保全（山の整備）のための林
業に従事しており、各種助成金を活用して事業を
成り立たせている。林業は天候に左右されるので
年間を通して従事することはない。春野町では、
農業もできるので林業との兼業が多く、さらに、
狩猟やジビエ料理、お茶やしいたけ栽培といった
いくつもの仕事を季節に応じて兼業することが一
般化している。

② 移住起業家40が集まる集落
筆者は、2017年度に長山ゼミのプロジェクトと

して春野町の起業家実態調査を実施した41。調査
の結果、春野町のなかでも、砂川・和泉平地区な
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ど特定の集落において移住者が増えていること、
そこに移住してから「小さな起業」をする「フリー
ランス移住起業家」が集まっている事例を発見す
ることができた。11名の移住者に実施したアンケー
ト調査42の結果では、移住した時期は「2005年 
合併以降」（ 9 名）、移住元の場所は「浜松市外」 

（ 8 名）、春野町を移住先として認識したきっかけ
は「知人の紹介」（ 7 名）、移住前の仕事は「会社員」

（ 8 名）、移住後の満足度は「良い」（10名）といっ
た回答が多くみられた。現在の仕事内容は、「林業」

「狩猟」「お茶栽培」のほか、「出版」「経営コンサ 
ルタント」「塾経営」「アクセサリー製造販売」「キャン
プ場」「カヤック教室」「アート」「陶芸」「レスト
ラン」「そば処」など、多岐にわたる。

春野町における移住者サポートは、NPO法人
楽
らく

舎
しゃ

の池谷啓理事長によるところが大きい。楽舎
では、春野町を拠点に、「山里とまちなかを結ぶ」

「山里の資源を宝にする」といった事業を展開し
ている。具体的には、ワークショップやセミナー
などで山里の人と暮らしの魅力を発信する事業、
人（集落の村人）と人（移住者）を結ぶ交流事業、
空き家を活用した定住促進事業などである。池谷
氏は自身も東京から春野町に移り住んだ移住者で
あり、「どのようなタイプの人物が春野町の人々
に受け入れられやすいか」というポイントを押さ
えている。そのうえで、春野町の情報を収集・集
約し、地域外に魅力発信している。門番（ゲート
キーパー）のような機能を発揮し、春野町の地域
貢献にも資するであろう人物をセレクションして
積極的に移住サポートする。

移住者が定住するには仕事が必要であるが、春
野町にはすでに季節に応じた兼業モデルがあるの
で、フリーランス起業家にとっては生計を立てや
すい。移住者支援として教育訓練や仕事を切り出
す既存事業者もいる。NPO法人はるの山の楽校

42	 2016年8月10～14日にかけて、春野町の移住者を対象に電話で30分程度のアンケート調査を実施した。

とマルセン砂川共同製茶組合である。前者は、林
業家と猟師になるための資格取得や研修を実施し
ている。後者は、お茶農家になるための新規就農
支援や有機茶栽培勉強会を実施している。それは
砂川・和泉平地区で展開されているため、移住者 
が集まる要因の一つとなっている。実際、マルセン
で有機茶栽培を学び、新規就農した宇野大介氏 

（うの茶園代表）は砂川・和泉平地区に居住して
いる。「集落全体で有機栽培茶に取り組み、収穫
期には集落全員で作業すること」に誇りをもって
いる。林業も農業も担い手不足であり、移住者支
援にもなることから、ニーズとシーズが合致して
両者とも上手く機能している。移住者は林業・農 
業に専業することは少なく、その多くはフリーラン
スとして自分のやりたいことで起業するケース 
が多い。かつて「半農半x」というネーミングが
あったが、xに該当するのがフリーランスとして
の「小さな起業」といえる。xは人それぞれで多
様性があるが、天職、使命、ミッション、ライフワー
ク、生きがいなどを表すという（塩見、2014）。

春野町の移住起業家の事業内容は多岐にわたる
が、いずれも年間500万円にも満たない小規模事業
という点で共通している。ただ、先のアンケート
調査でも見受けられたが、年間の生活費は「100万円
以内」（ 7 名）とローコストなため、暮らしに問
題はない。移住者には、家のセルフビルドや空 
き家のリノベーション、家賃 1 万円程度の物件と
いった選択肢があり、「住」にかかる費用が圧倒
的に低い。趣味の延長線上の小規模事業が多いた
め、起業にかかる初期費用も低い。「メイカーズ」
に当てはまる移住起業家も散見される。たとえば、
渥美典久氏（晴れるや工房代表）の場合、石に猫
の絵を描いて「石猫」としてECで販売している。
猫好きのネットコミュニティで需要があり、 1 個
数万円で売れる場合もあるという。原料となるの
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は、春野町の資源、気田川の丸みを帯びた石であ
り、絵具代のみでほぼ原価はゼロである。渥美氏
の紹介で春野町に移住した大友健志氏（PEACE 
FACTORY代表）もまた原価ゼロのハンドメイ
ド（古民家解体後の廃材を使ったアクセサリー・
雑貨の制作）での起業家である。両者とも砂川・
和泉平地区に居住し、近隣に工房を構えている。

「移住起業家が移住起業家を呼ぶ」といった連鎖
もあって、この集落には移住起業家コミュニティ
が形成されている。渥美氏も大友氏も製茶の繁忙
期には農家を手伝う。集落では、バイオトイレや
薪ストーブ・太陽熱温水器・自作の生活排水シス
テムを駆使して、「里山資本主義」（藻谷、2013）
を実践している。大友氏の場合は、年齢が30代と
若いこともあり、製茶の兼業に加えて、林業・狩猟・
ジビエ料理も手がける。宇野氏も若く、製茶業の
かたわら、集落の子どもたちに勉強を教えたり、
公民館レストランを経営したりと多岐に活躍して
いる。村落共同体における相互扶助や互酬性の精
神を継承しつつ、一方でフリーランス起業という
自由で自立した個人を尊重する、新しいコミュニ
ティの姿がみてとれる。

ただ、コミュニティというものは持続性が担保
されない。春野町の移住起業家が増え続けるかの
長期的見通しは立たない。総務省の「地域おこし
協力隊」制度は結果的に移住起業家を輩出する好
例であるが、こうした支援政策は持続的なもので
はない。その点、歴史的文化的価値のある古民
家や空き家を改修して集落全体を分散型ホテル
に見立てる「アルベルゴ・ディフーゾ」の日本
版「NIPPONIA」の事例43は注目に値する。一般 
社団法人ノオトおよび㈱NOTEは、2009年オープン

43	 2021年8月3日、㈱NOTEの小栗瑞紀氏（広報担当）からNIPPONIA事業についてレクチャーを受けた。
44	 8月24～26日にかけて、長山ゼミの2021年度プロジェクトとして、山梨県小菅村においてフィールドワークを実施した。小菅村の 

舩木直美村長、NPO法人多摩源流こすげの石坂真悟氏から全面的な協力を受けた。小菅村は、「700人の村が一つのホテルに」というコン
セプトを掲げて「NIPPONIA」事業を展開している。ポイントは、分散型ホテルの管理運営を、地域会社の㈱EDGEが担っている 
点にある。㈱EDGEの設立形態は、㈱NOTE、㈱さとゆめ（地域創生コンサルティング会社）、㈱源（代表取締役は小菅村村長の舩木氏）
の3社の出資による。この事業を通じて、村人の多様な仕事が生まれ、さらには域外からの人流も増え、結果的に移住起業家が輩出
される仕組みになっている。

の「集落丸山（兵庫県丹波篠山市）」を原型にし
たビジネスモデルを構築し、その過程で旅館業
法等の数ある規制緩和を国に認めさせ、全国展開
する仕組みをつくる。現在（2021年 8 月時点）、 
26地域（111棟・198室）でNIPPONIA事業が導
入されるに至っている。各地域の集落には、村人
の雇用の創出に加えて、移住者を増やし、移住起
業家まで輩出する仕組みが出来上がっている44。

6　地域プラットフォームを鍵概念とする 
� 起業促進モデル

（ 1 ） 事例の解釈

本稿では、ここまで、日本の低い新規開業率の
要因を分析し、シェアリングエコノミーなど近年
の環境変化も踏まえたうえで、日本のアントレプ
レナーシップ（起業活動）を高める方向性を「小
さな起業」にあると絞り込んだ。それは、国が進
める「創業機運醸成事業」と合致していた。同事
業の政策対象は「起業無関心者」という特定困難
なものであることから、基礎自治体（市区町村） 
単位の狭域な地域ぐるみでの創業支援体制がポイン
トになる。創業機運醸成事業の先進事例（福島県
いわき市など）をみれば、地域活性化を目的にし
た全員参加型（起業無関心者の地域住民を含む）
の起業学習を進めていた。こうした地域ぐるみの
起業学習からはコミュニティビジネスのような地
域活性化に資する「小さな起業」「フリーランス
起業家」が輩出されやすい。多様な地域課題に対
して、それを解決する多様なフリーランス起業家
が輩出される、その基盤となる地域ぐるみの起業
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学習の仕組みづくりが創業機運醸成事業には重要
だとまとめられる。

ただ、地域によって新規開業の環境や条件は異
なる。日本の基礎自治体（市区町村）単位で新規
開業の要因をデータ分析する研究は少ないが、岡
室（2006a、2006b）などで把握できる。日本の
地域（市区町村・県内経済圏）別の開業要因分析
の結果では、高い人口増加率、低い賃金、高い失
業率、低い持ち家比率、高い大卒比率と専門職比
率、高い事業所密度、低い製造業依存度、事業所
の平均規模の大きさ、交通アクセスの良さ、低い
地方公務員比率といった項目が開業率に有意な影
響を与えていることが分かる。また、製造業にお
ける開業率の地域別要因分析では、製造業の密度
の高さと事業所の平均規模が小さいことが業種を
問わずに開業率を押し上げること、ハイテク業種
とローテク業種での比較では、前者では研究機関
の多い地域で開業が促進され、後者では大卒比率
が低く失業率の高い地域で開業率が高いことが示
されている。本稿で取り上げた創業機運醸成事業
では基礎自治体（市区町村）単位での創業支援体
制と起業学習の仕組みがポイントになるので、こ
うした地域別の新規開業要因分析結果は参考にな
る。ただ、一方で、統計データの制約からフリー
ランスなど「小さな起業」の実態把握は困難であ
ることを踏まえておく必要がある。

ここで改めて、事例研究における調査ポイント
を明示すると、①起業家を輩出する地域の実態、
②地域活性化の担い手となる起業家の実態の大き
く分けて 2 点を解明することにある。起業家の研
究（中小企業論）と地域の研究（地域経済論）の
両方向からのアプローチが必要となる。本研究の
論点は、両者の重複領域にあり、「地域活性化の
担い手となる起業家を輩出する地域の仕組みづく
り」である。統計データの分析のみでは、前者の
調査ポイントに限られてしまい、また、起業家が
輩出される地域的な特徴や背後のメカニズムを解

明できない。さらに、本研究では、「小さな起業」
のフリーランス起業家に焦点を当てるので、統計
データ分析のみでは全く解明できない。

前節では、筆者が関与した、東京都世田谷区、
愛知県常滑市、静岡県春野町という 3 つの事例を
取り上げた。世田谷区は、高い人口増加率や低い
製造業依存度などで新規開業にプラス面の多い大
都市であるが、住宅都市の性格をもち合わせるた
め、ハイテク型ベンチャービジネスよりも住民主
役の地域密着型コミュニティビジネス「小さな起
業」に適した地域といえる。常滑市は、製造業依
存度が高く、陶磁器産業というローテク業種を抱
える地方工業都市であるため、新規開業にマイナ
ス面の多い地域といえる。静岡県春野町は、交通
アクセスの悪い中山間地域であり、人口減少・過
疎化が進んでおり、新規開業には不利な条件ばか
り目立つ地域といえる。 3 つの事例を比較してみ
たが、それぞれに地域の特徴や課題が異なり、地
域活性化の方向も異なるため、その担い手となる
起業家の実態も違いがみられた（表－ 3 ）。ただ、

「小さな起業」に着目すれば、特定の狭域なエリ
アに集まる点で共通性があり、いずれの地域にお
いても活性化の担い手としてその存在感は高まっ
ていた。そして、いずれの地域においても、「小
さな起業」のフリーランス起業家を輩出する地域
学習の仕組みづくりが出来上がりつつあることを
確認できた。そうした仕組みを構成する要素は 
3 地域でそれぞれに違いがみられたが、共通する
基盤「地域プラットフォーム」のようなものを発
見できた。

（ 2 ） 地域プラットフォームの概念 
� ─下請け制、産業集積、産業クラスター、 
� 地域エコシステムなど諸概念との比較

では、その基盤「地域プラットフォーム」とは
何か、概念を整理したうえで内実を検討してみた
い。近年、地方創生ブームに乗じて地域系のシン
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クタンクやコンサルタントが地域プラットフォー
ムという用語を多用している。「人と人のつなが 
る場、創発をうむ仕組み」（飯森、2015など）
という「創発場」（國領・野中・片岡、2003）
の要素は重要であるものの、「コミュニティ」
概念との混同もみられる。「仕組み」が重要とな
るので、政策介入による制度的対応が条件になろ

うが、一方で、地域活性化の内発的発展の理念か 
ら外れてはいけない。中小企業庁の「新事業
創出促進法」（1999年）における地域プラット
フォーム整備事業、その後の「よろず支援拠点 

（地域プラットフォーム）」、内閣府の「PPP/
PFI地域プラットフォーム」事業などの支援制度
においては、この用語について、自治体・商工団

 　　　　　事　例
特　徴 東京都世田谷区 愛知県常滑市 静岡県浜松市天竜区春野町

地域の特徴
地域の課題と
活性化

・人口90万人の大都市
・住宅都市、生活関連産業
・子育てや介護など多様な地域社

会の課題、職住近接

・人口6万人の地方工業都市
・陶磁器産業の衰退
・産地（陶芸）の縮小
・企業城下町（㈱INAX）の崩壊
・焼き物を活かす国際観光都市

・人口4,000人の中山間地域
・林業の担い手不足
・兼業（お茶、狩猟）
・集落の維持、生活環境整備

起業の環境

プラス面が多い
・人口増加
・製造業依存度の低さ
・交通アクセスの良さ

マイナス面が多い
・製造業依存度が高い
・ローテク業種

プラス面は、産業集積

マイナス面が多い
・人口減少、過疎地域
・事業所密度の低さ
・交通アクセスが悪い

プラス面は、低い創業コスト

「小さな起業」の
実態

・特定のエリア（烏山・北沢）に
集まる

・女性起業家（子育て系など）
・ママ・フリーランス

・特定のエリア（常滑やきもの散
歩道）に集まる

・海外展開する若手陶芸家
・国際的に活躍する女性陶芸家と

外国人陶芸家
・アート系の移住起業家

・特定のエリア（砂川・和泉平の
集落）に集まる

・移住起業家
・半農半x（xはフリーランス）
・メイカーズ

起業学習の実態

・中間支援組織（NPO法人せたが
や子育てネットなど）

・サードプレイス（おでかけひろば、
コワーキング、カフェ）

・居場所サミット、らぷらす、起
業ミニメッセ

・創業支援機関と駒澤大学ラボ（機
運醸成）の連携体制＋オンライン
サロン

・とこなめ陶の森（人材育成機関
と卒業生コミュニティ）

・INAXライブミュージアム
・IWCAT（市民活動の国際交流、

陶芸留学生との越境学習コミュ
ニティ）

・やきもの散歩道の会

・本業（起業テーマ）に関する起
業学習はみられない

・移住起業家にとっての兼業領域
（お茶・林業・狩猟）に関する学習

・NPO法人はるの山の楽校、マル
セン砂川共同製茶組合

起業家を輩出す
る地域の背景と
仕組み

・第1世代（レジェンド）の存在と
それを継承する第2世代の女性起
業家（松田氏）、それを核とする
次世代とのインフォーマルな学
習コミュニティ

・活発な市民活動とNPO法人
・身近な地域の起業学習機会をつ

くる制度的仕掛け

・常滑陶磁器産業の柔軟性と技術
基盤、歴史的文化的価値

・地域中核企業（㈱INAX）の工場
撤退と危機感

・㈱INAX創業家（伊奈家）のファ
ミリーアントレプレナーシップ
と国際的起業家精神、その伝播

・ゲートキーパー（池谷氏）の存在
・先発の移住起業家が後発の移住起

業家を呼ぶ連鎖、ロールモデル
・集落での移住起業家コミュニティ

と生活環境面での相互扶助

資料：筆者作成（以下同じ）

表－ 3　事例の比較検討
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体・金融機関など地域の支援機関が協力する体制 
のことのみを指している。地域プラットフォーム
を構成する要素（機関やメンバー）だけが並んでお
り、各要素の関係性や機能、全体としての働きや
構造、持続化するメカニズムは不明なままである。
いずれにしても、地域プラットフォームの用語 
は、学術的な定義がなく、それぞれの文脈で使わ

れている。
流行語として消えていく前に、筆者なりに概

念整理を試みた。その際、やや乱暴な感もある
が、産業集積論に関する諸概念との比較、デジタ
ルプラットフォームとの比較を通じて、地域プ
ラットフォームの特徴を際立たせることとした

（表－ 4 ）。その結果、地域プラットフォームの構

産地型産業集積 企業城下町型
産業集積 産業クラスター 地域エコシステム 地域プラット

フォーム
デジタルプラット

フォーム

地理的範囲

ロ ー カ ル ～リー 
ジョン・エリア（市
区町村の範囲かそ
れを超える程度）

ロ ー カ ル ～リー 
ジョン・エリア（市
区町村の範囲かそ
れを超える程度）

スーパーリージョン
（都道府県から広
域ブロック圏まで）

スーパーリージョン
（都道府県から同
州ブロック圏まで）

コミュニティ～ロー
カル・エリア（市町
村の範囲より狭い）

サイバー空間（範
囲がない）

主な業種

軽工業、生活関連 重工業、加工組立型 ハイテク ハイテク 特定なし（生活関
連が多い）

特定なし

主な
プレイヤー

・中小製造業
・産元商社

・大企業（親企業）
・中小製造業（下

請け企業）

・ベンチャービジネ
ス、VC

・ベンチャービジネ
ス、VC、大学

・支援機関、自治体

・コミュニティビジネ
ス、フリーランス
起業家

・地域住民
・支援機関、自治体

・ITプラットフォー
マー

・ネットショップ
・個人

プレイヤー
の関係性

・協力関係、分業
・水平的

・協力関係、分業
・垂直的

・競争、差別化
・水平的

・競争と協力
・水平的＋垂直的

・協力関係、兼業
・水平的＋垂直的

・競争と協力
・水平的＋垂直的

プレイヤー
のメリット
成果

・外部経済性
・費用低減

・外部経済性
・費用低減
・大企業（親企業）　

の国際競争力

・ベンチャー創業
・イノベーション

・ベンチャー創業
・イノベーション

・コミュニティビジネ
ス創業

・フリーランス起業
・アントレプレナー

シップ

・フリーランス起業
・標的市場の支配
・ITプラットフォー

マーの独り勝ち

構　造
仕組み

・閉鎖的
・自然発生的

・閉鎖的
・階層性
・自然発生的
・大企業の戦略

・オープン
・自然発生的

・オープン
・階層性
・持続可能性
・制度的対応

・オープン
・階層性
・持続可能性
・制度的対応

・オープン
・階層性
・ITプラットフォー

マーの戦略

地域活性化
の視点

少ない 一部あり
・産業振興

少ない あ　り
・地域経済の成長

あ　り
・地域経済循環
・地域社会とコミュ

ニティの課題解決

な　し

（注）デジタルプラットフォームは、アマゾン・楽天のようなECを主とするタイプを想定。

表－ 4　地域プラットフォームの概念整理
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造や仕組みは、「地域エコシステム45」の概念に近
いことが確認できた。ただ、両者において、「地域」

「地域活性化」のとらえ方が違っている。「地域プ
ラットフォーム」概念における「地域」「地域活
性化」とは、長山編著（2020）を援用しており、
すでに本稿の第 3 節で示したとおりである。また、
両者では主要プレイヤーも異なっており、地域エ
コシステムではベンチャービジネスであるのに対
し、地域プラットフォームではコミュニティビジ
ネスが入る。地域住民も主要プレイヤーとして挙
がっている点は特徴的であり、起業学習とアント
レプレナーシップ（創業機運醸成を含む）といっ
た成果に結びつくものとなっている。システムで
はなくあえて「プラットフォーム」の語を用いる
のは、「デジタルプラットフォーム」に触発され
たからにほかならない。企業（ビジネス）ではな
く、個人（生活）が主役である点を強調したいか 
らである。また、個人と個人のつながり（マッチン
グ）、その広がり（ネットワーク外部性）といっ 
た点においても相通じるものがある。デジタルプ
ラットフォームには、階層的なレイヤー構造があ
り、基盤のうえで自立した個人がプレイする。「地
域プラットフォーム」においても、支援制度とい
う基盤のうえで、自立した個人がプレイする。起
業学習というのは、先発の起業家をロールモデル
として後発の起業家や潜在的創業者（「起業無関
心者」を含む）が学ぶという段階的なステップバ
イステップなものである。また、地域の歴史的文
化的価値を世代間で継承する様相は「知識の地層」
のようなもので、プラットフォームの階層性のイ

45	 地域エコシステム概念は、EUの「地域イノベーション・システム論」からの流れにある。地域イノベーション・システムの理論的
実証的研究として、日本では三井編著（2005）などがみられる。地域エコシステムについては、西澤ほか（2012）によれば、「NTBFs 

（New Technology-based Firms：大学発ベンチャーと同義）の創業・成長・集積に向け、国のマクロ政策と企業家のミクロ活動を
繋ぐメゾ組織」と規定される。ポーターの「産業クラスター」における集積が「特定の分野において相互に関連する企業や機関のネッ
トワーク」であるのに対して、地域エコシステムは「新しい技術をベースにした連続的な創業が可能となるインフラのネットワーク」
を意味する。前者がシリコンバレーの再現を否定する一方、後者ではシリコンバレーの再現を可能ととらえている。なお、ローカル・
アベノミクスにおいて「日本型イノベーション・エコシステム」の政策を掲げた際、「行政・大学・研究機関・企業・金融機関など 
の様々なプレイヤーが相互に関与し、絶え間なくイノベーションが創出される、生態系システムのような環境・状態」をエコシステ
ムの意味ととらえた。

メージとも結びつきやすい。しかしながら、一方
で、ITプラットフォーマーの実態をみれば、そ
こでの階層性にはプレイヤーの依存性を高めて支
配従属関係をつくるといった正反対の見方もでき
る。それは企業城下町型産業集積の特徴と共通す
るものである。

世田谷区モデルの事例では、自立した住民と起
業家との協働学習により、地域固有の経済的社会
的な課題を解決する多様な主体形成の事実発見が
あった。そこでの起業学習には、創業支援のワン
ストップな総合支援体制に重ね、起業無関心者か
ら起業希望者・起業準備者・起業家初期へと連な
るロールモデルが階層的なレイヤー構造のように 
みてとれた。その構造は、ITプラットフォーマーの
それとは違い、起業学習する主体とそのアイデン
ティティがいくつもの時代を変遷し、当該地域に
おける世代間のロールモデルの継承を通じて形成 
されたものである。常滑市と春野町の事例において
も、そうした起業学習の仕組みがあって、当該地
域の抱える課題に応じたプレイヤー（小さな起業）
が輩出されており、アントレプレナーシップと地 
域活性化の両方を実現する事例として解釈できる。

7　おわりに 
─「創業機運醸成事業」に関する 
� 政策的含意

最後に、「創業機運醸成事業」に関する政策的
含意を示してまとめに代えたい。一言でいえば、
筆者の示した「地域プラットフォーム」の概念に
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創業機運醸成事業を組み入れることが今後の政策
の方向性であると主張したい。国はすでに同事業
を手放そうとしている46。政策実施主体は、基礎
自治体（市区町村）である。これからの基礎自治
体には、「創業支援（創業機運醸成事業を含む）」
を軸とした地域の総合政策を展開するといった方
向性が望まれる。縦割りの行政ではなく、経済・
産業、医療・福祉、教育、環境、まちづくりといっ
た地域の多様な政策課題に対して、「小さな起業

（地域課題解決の新たな担い手）」を横軸に通した
総合的な地域活性化政策を展開すべきであろう。
その実践は地域プラットフォームにあり、アント
レプレナーシップ促進と地域活性化の両方を実現
する。国においてはすでに中小企業政策（中小
企業庁）と地域政策（経済産業省、国土交通省）
の重複領域が広がってきているので（長山編著、
2020; 長山、2021b）、基礎自治体においてもそう
した潮流のなかで地域プラットフォームを位置づ

46	 国の令和2年度予算には「創業機運醸成事業」の補助金は計上されていない。

けるべきである。
なお、創業機運醸成のようなアントレプレナー

シップ教育に関しては当然ながら文部科学省も対
応しており、「地域との協働による高等学校教育
改革推進事業」など、高等学校を核とした「コン 
ソーシアム」の構築を試みている。また、オープン
イノベーションを生活の場で実践する「リビング
ラボ」を地域活性化の文脈で実践する大学（東京 
大学先端科学技術研究センター地域共創リビングラ
ボなど）もみられるようになった。コロナ禍で対
面接触が困難となった信用金庫業界では、「しん
きんデジタルプラットフォーム」構想を実践して
いる。地域プラットフォームを駆動する装置とそ
の担い手の多様性がみてとれる。ウィズコロナ・
ポストコロナ時代、集中から分散の流れが高まる
が、分散された小さな場所で、それぞれの固有性
をもった小さな地域プラットフォームが形づくら
れていくことに期待したい。
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